「監査役／監査委員スタッフに関するアンケート調査」結果報告 
調査期間　　　　平成24年2月21日（火）～3月5日（月）
調査対象会社　　会員会社　1,767社
（スタッフ登録会社1,753社、スタッフ未登録会社14社）
調査対象者　　　会員会社　監査役（監査委員）スタッフ　2,810名
回答社数　　　　836社（1,003名）
平成24年9月7日
公益社団法人 日本監査役協会
本部監査役スタッフ研究会
はじめに
昨今の監査役／監査委員スタッフ（以下、「監査役スタッフ」という）を取巻く環境を見ると、昨年大きな企業不祥事が発生したほか、今まさに会社法制の見直しも検討されているところである。監査役／監査委員監査（以下、「監査役監査」という）とそれを補佐する監査役スタッフの重要性は、さらに増すものと考える。
2011年12月6日
オリンパス株式会社　第三者委員会「調査報告書（再発防止策）」より抜粋
監査役及び監査役会は真に会社のためになることを志向し、常に懐疑心を持ち、取引の真相を徹底的に追究し、公正な立場から職務を遂行すべきである。さらに、監査役の独立性を維持するためにも、現在専従者1名に過ぎない監査役室を充実させる。
2012年1月31日
日本監査役協会「会社法制の見直しに関する中間試案に対する意見（監査を支える体制に係る規定の充実化・具体化について）」より抜粋
多くの企業では、監査役が職務を補助すべき使用人（監査役スタッフ）を活用することにより職務の実効性確保に努めているところであり、こうした監査を支える体制を充実させるという試案に賛成である。
日本監査役協会本部監査役スタッフ研究会（以下、「当研究会」という）は、平成19年9月に会社法施行後における監査役スタッフの実態と意識に関するアンケート調査結果を公表した。以来5年が経過し、会社法に基づく監査役監査も定着し、監査役スタッフの職務環境や意識に変化が生じているものと考える。また前述のとおり監査役スタッフを取巻く環境も、さらに変化している。
そこで当研究会は、本年3月に監査役スタッフの職務環境や意識の経年変化の調査と、監査役スタッフ業務の実態を明らかにし、監査役監査の品質向上に結びつけることを目的として、「監査役／監査委員スタッフに関するアンケート調査」を実施した。

そのアンケート調査結果がまとまったので、ここに報告する。なお、本報告は監査役監査の品質向上に向けて、提言・提案を含んでいる。是非、各社の監査役スタッフのみならず、監査役にもご一読頂きたくお願い申し上げる。
編集方針について

アンケートは、第1部「監査役スタッフを取巻く環境とその意識について」と第2部「監査役スタッフ業務の実態について」から構成されている。

第1部、第2部それぞれの冒頭に、アンケート調査結果の「総括」を記載した。引き続き、各部各設問のアンケート調査結果を、解説及び考察を付して記載した。
解説：データを基に傾向を述べたもの。

考察：データを基に、その背景にあるものの推察や提案を含め述べたもの。
第1部は平成19年の前回のアンケート調査から経年変化に焦点を当てたものである。前回と同じ設問を用意し、その比較パターンをベースにしている。その他、設問によって、回答の会社形態別（公開会社・非公開会社）、スタッフの専任・兼任別の比較も付している。
第2部は監査役スタッフ業務の実態に迫るものであるが、その属性による傾向を探るべく、いくつかの条件で比較を試みた。巻末に「機関設計別（監査役会設置会社・委員会設置会社）」「会社形態別（公開会社・非公開会社）」「スタッフの専任・兼任別」の比較をグラフ表示で付している。回答の特徴として専任スタッフと兼任スタッフでは差異が際立ったため、全ての設問のアンケート調査結果に、全体回答と専任スタッフ・兼任スタッフの回答を付し比較に供している。
では、本年度実施した「監査役／監査委員スタッフに関するアンケート調査」結果報告をご覧ください。
アンケート調査結果報告の全体構成

第1部　監査役スタッフを取巻く環境とその意識について（総括）
P4

第1部　監査役スタッフを取巻く環境とその意識について（アンケート結果）
P6
監査役／監査委員の人数　　　　　　（設問1）
P6
監査役スタッフの人数　　　　　　　（設問2）
P6
内部監査部門の有無　　　　　　　　（設問3）
P7
兼任の有無　　　　　　　　　　　　（設問4-1）
P7
兼任業務　　　　　　　　　　　　　（設問4-2～4-3）
P8
スタッフ業務のウエイト　　　　　　（設問4-4）
P8
組織・体制　　　　　　　　　　　　（設問5-1～5-2）
P9
在籍期間　　　　　　　　　　　　　（設問6）
P10
職位　　　　　　　　　　　　　　　（設問7）
P10
人数規模　　　　　　　　　　　　　（設問8）
P11
独立性の確保　　　　　　　　　　　（設問9-1～9-2）
P12
監査役スタッフの職責等　　　　　　（設問10-1～11-4）
P13
社内の認知度　　　　　　　　　　　（設問12-1～12-2）
P15
業務範囲　　　　　　　　　　　　　（設問13-1～13-2）
P16
重要情報の開示　　　　　　　　　　（設問14-1～14-4）
P17
コミュニケーション等　　　　　　　（設問15-1～15-3）
P18
他社との情報交換　　　　　　　　　（設問16）
P20
引継・教育　　　　　　　　　　　　（設問17）
P20
マニュアルの整備　　　　　　　　　（設問18）
P21
研鑽機会　　　　　　　　　　　　　（設問19-1～19-6）
P21
必要な資質　　　　　　　　　　　　（設問20-1～20-2）
P24
監査役スタッフの評価等　　　　　　（設問21-1～22-2）
P25
キャリアパス　　　　　　　　　　　（設問23-1～26）
P28
監査役スタッフとしての独立性　　　（設問27～29-2）
P31
第2部　監査役スタッフ業務の実態について（総括）
P36
第2部　監査役スタッフ業務の実態について（アンケート結果）
P38
監査計画の策定等　　　　　　　　　（設問30-1～30-2）
P38
重要会議＝取締役会、経営会議等への出席　（設問31-1～31-2）
P39
代表取締役との会合　　　　　　　　（設問32-1～32-2）
P40
役職員からの報告聴取　　　　　　　（設問33-1～33-2）
P41
実地調査＝往査の実施　　　　　　　（設問34-1～34-2）
P42
監査調書の作成　　　　　　　　　　（設問35-1～35-2）
P43
子会社監査役との連係　　　　　　　（設問36-1～36-2）
P44
内部監査部門との連係　　　　　　　（設問37-1～37-2）
P45
会計監査人との連係　　　　　　　　（設問38-1～38-2）
P46
各監査役の監査報告の作成　　　　　（設問39-1～39-2）
P47
監査役会の監査報告の作成　　　　　（設問40-1～40-2）
P48
株主総会対応　　　　　　　　　　　（設問41-1～41-2）
P49
『監査役監査活動とスタッフ業務』についてのご意見　（設問42-1～42-2）
P50
監査役スタッフ業務全般についてのご意見　（設問43～45）
P53
巻末資料（A3版属性別比較と全体・専任スタッフ・兼任スタッフ一覧データ表）　

1 監査役会設置会社・委員会設置会社　②公開会社・非公開会社　③専任スタッフ・兼任スタッフ

第1部

監査役スタッフを取巻く環境とその意識について

第1部　監査役スタッフを取巻く環境とその意識について（総括）

第1部「監査役スタッフを取巻く環境とその意識について」は、ベースとして前回のアンケート調査（H19年）と同じ設問を用意し、経年変化を捉えている（前回との比較）。今回のアンケートに寄せられた回答から、あらためて監査役スタッフを取巻く環境を充実させるためには、「監査役との意思疎通」により、「監査役との信頼関係」の構築が重要であると認識するに至った。

設問10-1「職責を果たすために何が重要だと思うか」では、9割以上（92.0%）が「監査役との意思疎通」が重要であると回答し、極めて高い回答率であった。前回のアンケート調査でも76.8%であったが、さらに重要度が増した。監査役スタッフの職責を果たすためには「監査役との意思疎通」は不可欠であると考える。
設問11-1「職務にやりがい・満足・誇りを持つために何が重要だと思うか」では、8割以上（82.7%）が「監査役との信頼関係」が重要であると、これも極めて高い回答率であった。

これらのことから、まず「監査役との意思疎通」があり、それが監査役との信頼関係を築き、さらに監査役スタッフのやりがい、ひいては「監査役監査の品質向上」にもつながると考えるに至った。
報告作業を進めるなか、当研究会では「監査役と監査役スタッフとの意思疎通」のあり方について議論してきた。その中から効果的と思われる事例があったので紹介したい。
　A社では、毎月定例で常勤監査役と監査役スタッフがミーティングを開催している。この会社では、各自がこの1ヶ月間に出席した重要会議（監査役は取締役会・経営会議に出席、監査役スタッフは監査役の指示により○○部長連絡会議に出席）の議事内容、及び監査の一環として各々所感を述べ、意見交換し、最終的には監査意見を形成している。また閲覧した重要書類も報告に留まらず、意見交換している。そしてミーティングでは、次回開催の監査役会の報告内容等を確認している。
監査役スタッフ自ら所感を述べ、監査役と意見交換することは、意思疎通を図るうえでは有効な方法になっているとのことである。意思疎通のあり方はこれが全てではないが、参考にして頂きたい。
第1部「監査役スタッフを取巻く環境とその意識について」のアンケート調査結果を見ると、上記の「監査役との意思疎通」以外では、以下3点の問題が浮かび上がった。
①監査役スタッフの独立性確保についての実態と課題

②監査役スタッフの人事評価についての実態と課題

③監査役スタッフのキャリアパスについての実態と課題

監査役スタッフについて、会社法及び会社法施行規則は以下のように規定している。

大会社である取締役会設置会社において、取締役会は、いわゆる内部統制システムについて決定義務を課されている（会社法362条4項6号及び5項）。そして同システムには、監査役がその職務を補助すべき使用人（監査役スタッフ）を置くことを求めた場合における当該使用人設置に関する事項、補助使用人の取締役からの独立性に関する事項等も含まれている（会社法施行規則100条3項）。つまり、取締役会には、監査役スタッフの設置や独立性確保を含む内部統制システムの体制を構築し、運用することが求められている。
設問9-1「監査役スタッフの独立性の確保」では、4割（40.4%）が十分確保されている、5割以上（53.0%）がほぼ確保されていると回答している。しかし設問4-1「あなたは専任スタッフか、兼任スタッフか」では、4割以上（44.4%）が他の業務を兼任しているという回答であった。また設問5-1「監査役スタッフ部門の組織上の位置付け」でも、4割以上（41.2%）が何らかの形で執行部に属しているという回答であった。一方、監査役スタッフの専任・兼任について、設問29-1「監査役スタッフが他部門を兼任するのは適切だと思うか」の回答を見ると、7割以上（72.8%）が兼任は適切でないと否定的な見解を述べている。

監査役スタッフの人事評価については、設問21-1「監査役スタッフの最終人事評価者は誰か」に対し、「監査役／監査委員」との回答は3割以上（33.4%）であったが、設問21-3「相応しい最終人事評価者は誰だと思うか」に対し、「監査役／監査委員」との回答は5割以上（54.2%）であり、ギャップがあった。
また、設問21-2の最終評価者が「監査役／監査委員」でない場合（「監査役／監査委員と執行部」及び「執行部」の場合=567名）、「監査役／監査委員と執行部の間で人事評価等について協議する機会が設けられているか」に対し、「設けられていない」との回答（=281名）は、約5割（49.6%）であった。全回答者（=1,003名）の約3割（28.0%）は人事評価等について協議する機会が設けられていないことになる。
監査役スタッフ自らも望ましい姿は専任化と考え、兼任スタッフの独立性も整いつつあるが、人事評価等における監査役の関与には課題を残すと考える。
一方、設問29-2「兼任の場合、どのようなメリット・デメリットがあるか」では、業務の効率化、要員の有効活用のほか、「情報入手上に利点」「複眼的視点が持てる」等の監査役監査の品質向上につながるようなメリットもあげられている。監査役スタッフの専任化が望ましいと考えるが、各社個別の事情により兼任スタッフとなる場合でも、前提として独立性を確保された環境に整備されているならば、兼任スタッフのメリットを活かした監査役監査の品質向上も可能であると考える。

監査役が監査役スタッフの人事評価に関与することは、監査役スタッフの独立性確保の重要なポイントであり、監査役におかれては執行部へのさらなる働きかけをお願いしたい。
最後に監査役スタッフのキャリアパスについては、設問26「監査役スタッフのポジションは社内においてキャリアパスの位置付けになっているか」に対し、「なっていない」との回答は5割以上（53.1%）であり、監査役スタッフが満足できるものにはなっていない実態が浮かび上がってくる。監査役スタッフのキャリアパスを整備し、モチベーションを高めることは、監査役監査の品質向上につながるので、監査役スタッフと監査役との間で意見交換して行くことが必要と考える。
一方、設問25-1「前任者の異動先はどこか」に対する回答で、「監査役」が22名（2.2%）、「経営幹部」が18名（1.8%）となっており、監査役スタッフは経営に活かせるキャリアパスになる可能性を示唆していると考える。
　多くの会社で関係者の努力や工夫により、監査役監査の環境整備に取り組んでいることと思われるが、一層の改善・充実を図るためには、監査役監査及び監査役スタッフについて執行部の理解浸透が重要であり、監査役による積極的な働きかけをお願いしたい。

第1部　監査役スタッフを取巻く環境とその意識について（アンケート結果）
監査役／監査委員の人数（設問1）
設問1　監査役／監査委員の人数をご入力ください。
	
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回答
（社数）
	%
	回答
（社数）
	%

	監査役
総員数
	0名
	0
	0.0%
	4
	0.6%

	
	1名
	16
	1.9%
	6
	0.9%

	
	2名
	33
	3.9%
	42
	6.2%

	
	3名
	260
	31.1%
	225
	33.2%

	
	4名
	302
	36.1%
	274
	40.4%

	
	5名以上
	225
	26.9%
	127
	18.7%

	合　　　　計
	836
	100.0%
	678
	100.0%


※前回「未回答」16社あり
監査役スタッフの人数（設問2）
設問2　監査役スタッフの人数をご入力ください。
	　　　
	今回（H24年）
	前回（H19年）
	

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答

（社数）
	%

	スタッフ
総員数
	1名
	437
	52.3%
	330
	52.8%

	
	2名
	198
	23.7%
	150
	24.0%

	
	3名
	91
	10.9%
	70
	11.2%

	
	4名
	48
	5.7%
	37
	5.9%

	
	5名以上
	62
	7.4%
	38
	6.1%

	合　　　　計
	836
	100.0%
	625
	100.0%


　　　※前回調査は「監査役設置会社」のみ（委員会設置会社・株式会社以外の法人を除く）
	
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	専任
スタッフ
総員数
	0名
	398
	47.6%
	358
	52.9%

	
	1名
	228
	27.3%
	162
	23.9%

	
	2名
	92
	11.0%
	71
	10.5%

	
	3名
	50
	6.0%
	31
	4.6%

	
	4名
	35
	4.2%
	27
	4.0%


	
	5名以上
	33
	3.9%
	28
	4.1%

	合　　　　計
	836
	100.0%
	677
	100.0%


※前回「未回答」17社あり
	
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	兼任
スタッフ
総員数
	0名
	386
	46.2%
	284
	41.9%

	
	1名
	288
	34.4%
	256
	37.8%

	
	2名
	97
	11.6%
	81
	12.0%

	
	3名
	32
	3.8%
	33
	4.9%

	
	4名
	14
	1.7%
	14
	2.1%

	
	5名以上
	19
	2.3%
	9
	1.3%

	合　　　　計
	836
	100.0%
	677
	100.0%


※前回「未回答」17社あり
内部監査部門の有無（設問3）
設問3　貴社では、内部監査部門は設置されていますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	1．設置されている（実質的に機能がある場合を含む）
	812
	97.1%
	642
	92.5%

	2．設置されていない
	24
	2.9%
	52
	7.5%

	合　　　　計
	836
	100.0%
	694
	100.0%


解説
・内部監査部門が設置されている会社の割合は、前回比較で4.6%増加し97.1%となっている。
兼任の有無（設問4-1）
設問4-1　あなたは、監査役スタッフ業務について専任の監査役スタッフですか、他の業務を兼任するスタッフですか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．専任
	558
	55.6%
	409
	50.7%

	2．兼任
	445
	44.4%
	397
	49.3%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	806
	100.0%


※前回「未回答」3名あり
会社形態別（H24年）
	選　　択　　肢
	公開会社
	非公開会社

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．専任
	448
	60.9%
	85
	35.9%

	2．兼任
	288
	39.1%
	152
	64.1%

	合　　　　計
	736
	100.0%
	237
	100.0%


解説
・専任スタッフの割合は前回比較で4.9%増加し55.6%となり、兼任スタッフ44.4%を上回っている。
・会社形態別では、公開会社は専任スタッフの割合が高く、非公開会社は兼任スタッフの割合が高い。
考察
・前回調査に比べ専任スタッフの割合が増えているのは、監査役が監査役スタッフの独立性を重要視し、執行部に働きかけた結果及び会社法の趣旨が浸透してきた表れではないかと推察される。
兼任業務（設問4-2～4-3）
設問4-2　兼任スタッフの場合、兼任している業務は下記のどれですか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．経理・財務
	25
	5.6%
	47
	11.0%

	2．法務・総務（リスク管理部門を含む）
	115
	25.8%
	113
	26.5%

	3．内部監査
	264
	59.3%
	185
	43.4%

	4．その他
	41
	9.2%
	81
	19.0%

	合　　　　計
	445
	100.0%
	426
	100.0%


解説

・兼任している業務は「3．内部監査」が前回比較で15.9%増加し59.3%と最も多い。
考察
・兼任の業務として内部監査部門が増加しているのは、監査業務を行っていることと、連係等でメリットがあるからと推察される。
・内部監査部門の兼任スタッフが増加しているが、「監査役監査」と「内部監査」では趣旨（株主視点と経営者視点）が異なることを認識し、留意が必要である。
設問4-3　設問4-2で「4．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
19名の回答があった。主な回答は「経営企画」「社長室」「広報」「CSR」「人事・労務」等であった。

解説
・複数の業務（3部門）を兼任しているケースもあった。
　　　・「親会社の監査役付業務を行い、子会社の非常勤監査役を兼務」「子会社の監査役スタッフを兼務」という回答もあった。
スタッフ業務のウエイト（設問4-4）
設問4-4　兼任スタッフの場合、監査役スタッフ業務のウエイトはどの程度ですか。
※前回質問なし
	選　　択　　肢
	今回（H24年）

	
	回　答
（人数）
	%

	1．2／3以上
	43
	9.7%

	2．1／2程度
	66
	14.8%

	3．1／3以下
	336
	75.5%

	合　　　　計
	445
	100.0%


解説
・兼任スタッフの場合、監査役スタッフ業務のウエイトは「3．1／3以下」が75.5%と最も多い。
考察
・「監査役監査」は会社法に規定された重要な業務である。監査役スタッフ業務のウエイトを見る限り、兼任スタッフは十分に監査役監査のサポートができているのか、懸念される。
組織・体制（設問5-1～5-2）
設問5-1　あなたが所属する監査役スタッフ部門（監査役室、監査役事務局、監査委員室、監査役付等を含む）の組織上の位置付けは、下記のどれですか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	1．監査役／監査委員に直属
	469
	56.1%
	310
	44.7%

	2．執行部に直属
	38
	4.5%
	39
	5.6%

	3．監査役／監査委員及び執行部双方に直属
	28
	3.3%
	41
	5.9%

	4．内部監査部門、経理部門、総務部門等の中に監査役スタッフ機能がある
	279
	33.4%
	297
	42.8%

	5．その他
	22
	2.6%
	7
	1.0%

	合　　　　計
	836
	100.0%
	694
	100.0%


会社形態別（H24年）
	選　　択　　肢
	公開会社
	非公開会社

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	1．監査役／監査委員に直属
	364
	60.7%
	83
	39.3%

	2．執行部に直属
	26
	4.3%
	12
	5.7%

	3．監査役／監査委員及び執行部双方に直属
	19
	3.2%
	8
	3.8%

	4．内部監査部門、経理部門、総務部門等の中に監査役スタッフ機能がある
	177
	29.5%
	100
	47.4%

	5．その他
	14
	2.3%
	8
	3.8%

	合　　　　計
	600
	100.0%
	211
	100.0%


解説
・「1．監査役／監査委員に直属」が前回比較で11.4%増加し56.1%と最も多く、次に「4．内部監査部門等の中に監査役スタッフ機能がある」が9.4%減少の33.4%となっている。
・会社形態別では、公開会社は「1．監査役／監査委員に直属」の割合が高く、非公開会社は低い。
考察
・監査役スタッフ部門が監査役／監査委員に直属する割合が増加しているのは、監査役が監査役スタッフの独立性を重要視し、執行部に働きかけた結果及び会社法の趣旨が浸透してきた表れではないかと推察される。しかしながら、監査役／監査委員に直属する割合は、公開会社で60.7%、非公開会社で39.3%であり、独立性確保のための環境の整備は途上であると考える。
設問5-2　設問5-1で「5．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
16名の回答があった。主な回答は「監査役会に直属」「代表取締役に直属」等であった。

解説
・多くは「1．監査役／監査委員に直属」または「2．執行部に直属」に該当する回答であった。
・「監査役スタッフ部門としては存在しておらず、監査役担当秘書がスタッフを兼ねており、その秘書は管理部役員秘書グループの所属」「内部統制システムの基本方針に織り込まれてはいるが、部門としては存在しないし、内部監査部門等の中に機能がある訳でもない」という回答もあった。
在籍期間（設問6）
設問6　あなたの監査役スタッフとしての在籍期間はどの位ですか。（専任・兼任を問わず、また在籍が複数回の場合は通算期間）
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．1年未満
	255
	25.4%
	238
	29.4%

	2．1年以上～2年未満
	194
	19.3%
	210
	26.0%

	3．2年以上～3年未満
	189
	18.8%
	127
	15.7%

	4．3年以上
	365
	36.4%
	234
	28.9%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・在籍期間「4．3年以上」が前回比較で7.5%増加し36.4%と最も多く、次に「1．1年未満」25.4%、「2．1年以上～2年未満」19.3%、「3．2年以上～3年未満」18.8%となっている。
考察
・在籍期間3年以上のスタッフの割合が増加しているのは、監査役スタッフが定着しつつあり、経験を積んだスタッフが必要とされているからと推察される。
職位（設問7）
設問7　あなたの職位は次のどれに該当しますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．部長層
	339
	33.8%
	269
	33.3%

	2．課長層（次長を含む）
	383
	38.2%
	329
	40.7%

	3．係長層（主任を含む）
	116
	11.6%
	79
	9.8%

	4．担当者
	165
	16.5%
	132
	16.3%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．部長層」（33.8%）と「2．課長層」（38.2%）の割合が高い。
考察
・部長層と課長層を合わせると70%以上を占めているのは、監査役業務に必要な情報を自らの判断で収集でき、執行部に対して折衝力が必要なことから、監査役スタッフにはある程度職位の高い者が就いていることが推察される。
人数規模（設問8）
設問8　監査役スタッフの在籍人数規模は、監査役スタッフ業務に対して適切な人数が確保されていると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．多い
	25
	2.5%
	12
	1.5%

	2．適切である
	812
	81.0%
	593
	73.3%

	3．少ない
	166
	16.6%
	204
	25.2%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


会社形態別（H24年）
	選　　択　　肢
	公開会社
	非公開会社

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．多い
	19
	2.6%
	4
	1.7%

	2．適切である
	607
	82.5%
	179
	75.5%

	3．少ない
	110
	14.9%
	54
	22.8%

	合　　　　計
	736
	100.0%
	237
	100.0%


スタッフ別（H24年）
	選　　択　　肢
	専任スタッフ
	兼任スタッフ

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．多い
	19
	3.4%
	6
	1.3%

	2．適切である
	475
	85.1%
	337
	75.7%

	3．少ない
	64
	11.5%
	102
	22.9%

	合　　　　計
	558
	100.0%
	445
	100.0%


解説
・「2．適切である」が前回比較で7.7%増加し81.0%となる一方、「3．少ない」が8.6%減少し16.6%となっている。
・会社形態別では、「3．少ない」と回答した割合が、公開会社は14.9%なのに対し、非公開会社は22.8%と多い。

・スタッフの専任・兼任別では、「3．少ない」と回答した割合が、専任スタッフは11.5%なのに対し、兼任スタッフは22.9%と多い。
考察
・「2．適切である」の増加は、監査役が適切と思われる人数の監査役スタッフを確保するよう執行部に働きかけた結果及び会社法の趣旨が浸透してきた表れではないかと推察される。
独立性の確保（設問9-1～9-2）
設問9-1　監査役スタッフとして業務を遂行する上で、独立性が確保されていると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	1．十分確保されている
	338
	40.4%
	133
	20.8%

	2．ほぼ確保されている
	443
	53.0%
	269
	42.1%

	3．ほとんど確保されていない
	42
	5.0%
	160
	25.0%

	4．確保されていない
	13
	1.6%
	77
	12.1%

	合　　　　計
	836
	100.0%
	639
	100.0%


※前回「未回答」55社あり
会社形態別（H24年）
	選　　択　　肢
	公開会社
	非公開会社

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	1．十分確保されている
	257
	42.8%
	69
	32.7%

	2．ほぼ確保されている
	307
	51.2%
	123
	58.3%

	3．ほとんど確保されていない
	29
	4.8%
	13
	6.2%

	4．確保されていない
	7
	1.2%
	6
	2.8%

	合　　　　計
	600
	100.0%
	211
	100.0%


スタッフ別（H24年）
	選　　択　　肢
	専任スタッフ
	兼任スタッフ

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．十分確保されている
	320
	57.3%
	99
	22.2%

	2．ほぼ確保されている
	233
	41.8%
	289
	64.9%

	3．ほとんど確保されていない
	5
	0.9%
	42
	9.4%

	4．確保されていない
	0
	0.0%
	15
	3.4%

	合　　　　計
	558
	100.0%
	445
	100.0%


解説
・「1．十分確保されている」「2．ほぼ確保されている」の合計は、前回比較で30.5%増加し93.4%となっている。
・スタッフの専任・兼任別では、「1．十分確保されている」と回答した割合が、専任スタッフは57.3%なのに対し、兼任スタッフは22.2%と少ない。
考察
・前回と比較して、独立性が確保されているとの回答が増えており、監査役が監査役スタッフの独立性を重要視し、執行部に働きかけた結果及び会社法の趣旨が浸透してきた表れではないかと推察される。
・しかしながら、兼任スタッフにおける独立性確保のための環境の整備は途上であり、改善が必要と考える。
設問9-2　設問9-1で、「3．ほとんど確保されていない」「4．全く確保されていない」を選択された方は、その理由、内容を50字以内でご入力ください。
46名の回答があった。主な回答は「指揮命令系統がわかりにくい」「どちらの立場で業務を行っているか明確でない」「監査役スタッフ業務に時間が取れない」等であった。

解説
・「3．ほとんど確保されていない」「4．全く確保されていない」理由としては、兼任スタッフであることを理由にした回答が大多数であった。
・「監査役スタッフ業務への比重を減らして良いと社長から指示が出ている」「執行部門からスタッフ業務を行うにあたり意見を付されることがある」という回答もあった。
考察
・独立性確保の問題点について、兼任スタッフであることを理由としている回答が多い。監査役監査の実効性を確保するためには、会社法施行規則100条3項2号（補助使用人の独立性）及び日本監査役協会の監査役監査基準14条～16条（監査役監査の実効性確保、補助使用人、補助使用人の独立性確保）に記載されているように監査役スタッフの独立性確保が重要となる。監査役におかれては、各社個別の事情があるにせよ今一度、監査役スタッフの専任化をご検討頂きたい。

・自社の状況により兼任スタッフとなる場合は、独立性を確保するために、業務分掌の明確化や監査役の評価が確実に反映される評価制度等、環境の整備をご検討頂きたい。
※評価に関しては設問21～22、独立性に関しては設問27～29を参照。

・上記解説の回答にあげた独立性確保に対する執行部の理解不足に対し、監査役におかれては、執行部の理解浸透が図られるようお願いしたい。
監査役スタッフの職責等（設問10-1～11-4）
設問10-1　職責を果たすために何が重要だと思いますか。（複数回答可）
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．監査役／監査委員との意思疎通
	923
	92.0%
	621
	76.8%

	2．業務範囲・内容の明確化
	378
	37.7%
	313
	38.7%

	3．監査役スタッフとしての知識・経験
	876
	87.3%
	623
	77.0%

	4．その他
	41
	4.1%
	54
	6.7%

	
	1,003
	―
	809
	―


解説
・「1．監査役／監査委員との意思疎通」が92.0%と極めて多く、前回比較では15%以上増加している。

・「3．監査役スタッフとしての知識・経験」も87.3%と多く、前回比較では10%以上増加している。
考察
・職責を果たすためには、知識・経験も重要であるが、監査役との意思疎通がより重要であるとの認識が増えており、意思疎通を図りたいとする状況が推察される。監査役におかれては、是非ご認識頂きたい。
設問10-2　設問10-1で「4．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力下さい。
27名の回答があった。主な回答は「監査役の求める情報を収集するためのネットワークづくり」「社内及びグループ会社の関係部署との連係」等であった。

解説
・多くは「1．監査役／監査委員との意思疎通」または「3．監査役スタッフとしての知識・経験」に該当する回答であった。
・「執行部門からの職務分離（兼任廃止）」「経営者の目線で執行全体について考える力」という回答もあった。
設問10-3　監査役／監査委員の補佐役として、監査役スタッフの職責を果たしていると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	93
	9.3%
	105
	13.0%

	2．思う
	729
	72.7%
	556
	68.7%

	3．あまり思わない
	165
	16.5%
	132
	16.3%

	4．思わない
	16
	1.6%
	16
	2.0%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．とても思う」「2．思う」の合計は、82.0%と前回同様に高い割合である。
設問11-1　監査役スタッフとして、職務にやりがい・満足・誇りを持つために何が重要だと思いますか。（複数回答可）
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．職務裁量
	471
	47.0%
	423
	52.3%

	2．社内認知度
	568
	56.6%
	570
	70.5%

	3．人事評価（給与を含む）
	452
	45.1%
	395
	48.8%

	4．監査役との信頼関係
	829
	82.7%
	
	

	5．その他
	30
	3.0%
	67
	8.3%

	　　　　
	1,003
	―
	809
	―


※前回「4．監査役との信頼関係」選択肢なし
解説
・今回新たに追加された「4．監査役との信頼関係」が重要であると回答した監査役スタッフが最も多い。
設問11-2　設問11-1で「5．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力下さい。
23名の回答があった。主な回答は「本人のキャリアパス等を踏まえた配置」「執行側から独立した関係であることの業務範囲・内容の明確化、組織の明確化」「会社の質的向上に貢献できたという喜び」等であった。

解説
・大別すると、職務を遂行するうえで「目標（キャリアパス）」「環境整備（独立性確保）」「達成感（組織貢献）」に該当する回答であった。
設問11-3　監査役スタッフとしての職務にやりがい・満足・誇りを感じていますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても感じている
	119
	11.9%
	120
	14.8%

	2．感じている
	733
	73.1%
	556
	68.7%

	3．あまり感じていない
	139
	13.9%
	119
	14.7%

	4．感じていない
	12
	1.2%
	14
	1.7%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．とても感じている」「2．感じている」の合計は、85.0%と前回同様に高い割合である。
設問11-4　設問11-3で「3．あまり感じていない」「4．感じていない」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力下さい。
31名の回答があった。主な回答は「監査役に比して業務権限が明確ではなく、職責としての存在価値が見出せない」「内部監査との兼任であり、監査役スタッフとしての職務は、必要最小限の範囲に止まる」「監査役との連係が十分でないため、スタッフとしての役割を果たすことができない」「会社に対する貢献内容が明白でない」等であった。

解説
・大別すると、やりがい・満足・誇りを感じない理由として「権限がない」「兼任であるため（多忙・曖昧）」「貢献（成果）が見えない」に該当する回答であった。
社内の認知度（設問12-1～12-2）
設問12-1　社内における監査役スタッフの認知度は高いと思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	32
	3.2%
	9
	1.1%

	2．思う
	388
	38.7%
	265
	32.8%

	3．あまり思わない
	402
	40.1%
	445
	55.0%

	4．思わない
	181
	18.0%
	90
	11.1%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．とても思う」「2．思う」の合計は、前回比較で8.0%増加し、社内の認知度は前回調査に比べ向上しつつあるが、まだ41.9%である。
・「4．思わない」は18.0%であり、前回比較では6.9%増加している。
考察
・社内認知度は、前回調査から改善しつつあるが、認知度が高いと「1．とても思う」「2．思う」は回答がいまだ過半数に達しておらず、社内に広く認知されている状況とは言えない。
・「4．思わない」の増加は、認知度を意識する監査役スタッフも増加していることが推察される。

・監査役スタッフの社内認知度は、監査役監査の社内理解度でもあると考える。監査役におかれては、監査役スタッフの意欲と能力が十分に発揮され、監査役監査の品質向上につなげるためにも、監査役監査について社内の理解浸透が図られるよう、取締役会での意見陳述等、取締役及び執行部へのさらなる働きかけをお願いしたい。
設問12-2　設問12-1で「3．あまり思わない」「4．思わない」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力下さい。
41名の回答があった。主な回答は「社内での監査役監査と内部監査の区別が不十分、監査役の役割が十分に理解されてない」「一般社員レベルでは、監査役スタッフの役割・業務内容についての認知度は低い。また内部監査部門との混同も見られる」「執行部が重要視していない。執行部の内部統制システムに関する意識、ガバナンスに対する意識は、表面的で希薄である」等であった。

解説
・大別すると、認知度が高くない理由として「監査役監査に対する理解不足（内部監査と混同）」「監査役スタッフ業務に対する理解不足」「ガバナンスに対する理解不足」に該当する回答であった。
・「監査役に課せられる責務が大きくなる昨今、事務局スタッフの認知度に上限はないと期待されていると思う」という回答もあった。
業務範囲（設問13-1～13-2）
設問13-1　監査役スタッフの業務範囲は明確になっていると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	52
	5.2%
	59
	7.3%

	2．思う
	730
	72.8%
	488
	60.3%

	3．あまり思わない
	174
	17.3%
	227
	28.1%

	4．思わない
	47
	4.7%
	35
	4.3%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．とても思う」「2．思う」の合計は、前回比較で10.4%増加し78.0%となっている。
考察
・監査役スタッフの業務範囲は前回調査に比べ明確になりつつあると推察される。
設問13-2　設問13-1で「3．あまり思わない」「4．思わない」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力下さい。
53名の回答があった。主な回答は「監査役の職務範囲が広範である分、監査役を補助する監査役スタッフの業務範囲がどこまでか決めにくい部分がある」「専門部署でないため、業務分掌が明確にされていない」「内部監査部門と兼務しているため、どちらの業務としてやっているのか明確でない」等であった。

解説
・大別すると、業務範囲が不明確な理由として「監査役によって異なる（但し、肯定的に捉えている意見が多い）」「業務分掌が不明確」「兼任スタッフであるため（曖昧）」に該当する回答であった。
　　考察

・監査役スタッフの独立性確保のためには、業務分掌の明確化等、環境の整備が必要であり、監査役におかれては、執行部へのさらなる働きかけをお願いしたい。
重要情報の開示（設問14-1～14-4）
設問14-1　監査役スタッフとしての役割を果たすためには、どこまでの範囲で重要情報が開示される必要があると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．監査役／監査委員と同じ範囲
	378
	37.7%
	212
	26.2%

	2．監査役／監査委員の指示に基づいた範囲
	541
	53.9%
	509
	62.9%

	3．部門長レベルと同じ範囲
	70
	7.0%
	75
	9.3%

	4．その他
	14
	1.4%
	13
	1.6%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．監査役／監査委員と同じ範囲」「2．監査役／監査委員の指示に基づいた範囲」の合計は91.6%となっている。なかでも「1．監査役／監査委員と同じ範囲」は前回比較で11.5%増加している。
考察
・監査役スタッフの職責を十分に果たすためには、監査役と同じ重要情報が必要と考える傾向が強くなりつつある。これは監査役スタッフの意識が高まり、より高いレベルの職責を指向するよう変化してきているものと推察される。
設問14-2　設問14-1で「4．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力下さい。

11名の回答があった。主な回答は「監査役と全く同じ範囲とはいわないが、同じに近い範囲の重要情報の開示は必要である」「監査役がスタッフに求めている業務を果たせる範囲」等であった。

解説
・多くは「1．監査役／監査委員と同じ範囲」または「2．監査役／監査委員の指示に基づいた範囲」に該当する回答であった。
・「『監査役／監査委員』以上だと考える」という回答もあった。
設問14-3　監査上必要な重要情報が、監査役スタッフにも十分に開示されていると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	123
	12.3%
	212
	26.2%

	2．思う
	744
	74.2%
	509
	62.9%

	3．あまり思わない
	112
	11.2%
	75
	9.3%

	4．思わない
	24
	2.4%
	13
	1.6%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．とても思う」「2．思う」の合計は、前回比較で2.6%減少し86.5%となっている。
　

　　考察

・「1．とても思う」は前回比較で13.9％減少しているが、設問14-1「監査役スタッフが監査役と同じ範囲の重要情報の開示が必要」の増加と連動しているものと考える。監査役スタッフの意識が高まり、現状の重要情報の開示状況に満足していないものと推察される。
設問14-4　設問14-3で「3．あまり思わない」「4．思わない」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力下さい。
50名の回答があった。主な回答は「監査役は取締役会等重要会議へ出席するほか、重要書類を閲覧できる立場にあるがスタッフはそれらの権限が与えられておらず、議事録等の閲覧もできていない」「監査役会以外の重要会議への出席は許されておらず、監査役に情報提供を要請しても断られた」等であった。

解説
・大別すると、重要情報が開示されていない理由として「閲覧権限がない」「監査役と意思疎通が十分でない」に該当する回答であった。
考察
・重要情報がある程度開示されている状況は見られるが、開示が不十分という状況も見られる。監査役とのコミュニケーションが十分に取れているか否かによって異なるものと推察される。
・監査役スタッフの意識は高まっていると考える。監査役におかれては、監査役スタッフがその職責を十分果たすために、意思疎通を図るとともに、重要情報を「開示」レベルから「共有」レベルに進めて頂くことをお願いしたい。
コミュニケーション等（設問15-1～15-3）
設問15-1　監査役スタッフとして、執行部（社内各部門）とのコミュニケーションを十分に図っていると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	66
	6.6%
	41
	5.1%

	2．思う
	678
	67.6%
	519
	64.2%

	3．あまり思わない
	233
	23.2%
	222
	27.4%

	4．思わない
	26
	2.6%
	27
	3.3%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．とても思う」「2．思う」の合計は、前回比較で4.9%増加し74.2%となっている。
・執行部とのコミュニケーションが図られている割合は高く、その傾向は前回調査時に比べ若干改善されている。しかし設問15-2より、社内情報が入る仕組みや方法が確立されていない会社は約半数あり、仕組みや方法の確立は進んでいない。
設問15-2　監査役スタッフに、社内情報が入る仕組みや方法が確立していると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	54
	5.4%
	26
	3.2%

	2．思う
	487
	48.6%
	406
	50.2%

	3．あまり思わない
	412
	41.1%
	314
	38.8%

	4．思わない
	50
	5.0%
	63
	7.8%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．とても思う」「2．思う」の合計が54.0%に対し、「あまり思わない」「思わない」の合計が46.1%と比較的高く、前回調査とあまり変わらない状況である。
・ある程度は監査役と情報の共有化はできているが、本来あるべき姿は「監査役スタッフも情報収集し、監査役に情報提供や具申を行う」ことであり、そこまではできていないという意見も多かった。また「兼任スタッフなので執行部から情報が入りやすい」といった意見もあった。
・情報収集等に関しては、「監査役監査活動とスタッフ業務」P57～P58の「B．スタッフの業務とポイント」「各社の工夫している事例」も参照されたい。
考察
・社内情報が入る仕組みや方法が確立されていない会社が約半数とまだ多く、その状況は前回調査時と変化がないことから、仕組みや方法の確立は難しいものと推察される。監査役におかれては、実情を監査役スタッフにご確認頂きたい。
設問15-3　設問15-2で「1．とても思う」「2．思う」と回答された場合、社内情報が入る仕組みや方法で、特に工夫している点や特徴ある事項について、150字以内でご記入ください。
284名の回答があった。主な回答は、解説以下に記す。
解説
・社内情報が入る仕組みや方法としては、「社内ルール（報告規定等）やデータベース等閲覧権限の付与、執行部への情報提供依頼」「非公式コミュニケーション」「兼任部署を通じた情報収集」の3つに大別される。
【社内情報が入る仕組みや方法の事例】
①「社内ルール（報告規定等）やデータベース等閲覧権限の付与、執行部への情報提供依頼」
・以前はあまり情報入手ができていなかったが、監査役から執行部に対して情報提供を求めたことにより、あらためて執行部とルールを定め、詳細な情報を随時入手できる仕組みを構築している。
・執行部の規定に重要情報は監査役に報告する定めがある。
・期初または適宜、連絡や報告ルート及び受領する情報や該当資料等を執行部に通知している。
・半期毎の部門長ヒアリング実施時に極力随時の情報提供を要請している。
・監査役への役員会議案件の事前説明を徹底している。
・業務監査ヒアリング等の際に各部の中堅・若手社員と意見交換も実施し、監査役監査活動を説明している。情報があれば監査役スタッフを通じて連絡してほしい旨伝達している。出席者には節目毎にメールを送付し、双方向コミュニケーションを構築している。
・監査役に報告や連絡される情報は、監査役スタッフを通して入る仕組みがある。
・重要会議の議事録、営業情報や人事情報等は社内LANで閲覧可能になっている。
・「本社連絡会（構成は監査役、内部監査部門担当取締役、総務部長、企画管理部長、監査室長、各部室の管理職）」を毎月開催している。業務執行状況や課題を報告・議論し、事実認識・問題意識の共有、今後の取組み事項の確認、監査役・担当取締役の指示事項のフォロー等を実施している。
②「非公式コミュニケーション」
・以前所属していた部署での人間関係により各部門のキーマンと意思疎通を心掛けている。
・執行部業務の助言や提言等を継続的に実施。結果、自然に情報が早い段階で提供される関係を構築している。
・執行部との非公式コミュニケーションを心掛けている。
③「兼任部署を通じた情報収集」
・内部監査部門（総務部、経営企画部門等）との兼任であるため、社内情報が入りやすい。
他社との情報交換（設問16）
設問16 　監査役スタッフとして、他社との情報交換を十分に行っていると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	23
	2.3%
	8
	1.0%

	2．思う
	287
	28.6%
	204
	25.2%

	3．あまり思わない
	458
	45.7%
	399
	49.3%

	4．思わない
	235
	23.4%
	198
	24.5%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「3．あまり思わない」「4．思わない」の合計は、前回比較で4.7%減少したが69.1%と多い。
・日本監査役協会が主催する各種セミナー、監査役スタッフ全国会議、監査役スタッフ実務部会・研究会等は、有効な機会であり、積極的な参加を検討されたい。
引継・教育（設問17）
設問17 　監査役スタッフの交替に際して、引継書に基づく引継ぎはなされましたか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．引継ぎがなされた
	561
	55.9%
	360
	44.5%

	2．引継ぎがなされなかった
	215
	21.4%
	171
	21.1%

	3．前任者はいなかった
	227
	22.6%
	278
	34.4%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．引継ぎがなされた」が前回比較で11.4%増加し55.9%と過半数を超え改善が見られる。一方、「2．引継ぎがなされなかった」が21.4%とあまり前回と変わらない状況である。
マニュアルの整備（設問18）
設問18　監査役スタッフ業務に関わるマニュアル類は、整備されていますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	1．整備されている
	316
	37.8%
	173
	26.2%

	2．整備されていない
	395
	47.2%
	350
	53.0%

	3．現在、作成中
	125
	15.0%
	138
	20.9%

	合　　　　計
	836
	100.0%
	661
	100.0%


※前回「未回答」33社あり
解説
・「1．整備されている」の割合が前回比較で11.6%増加し37.8%と改善が見られる。一方、「2．整備されていない」が47.2%とまだ多い状況である。
考察
・マニュアルの整備状況は大幅に改善しているが、今後のさらなるマニュアルの整備が望まれる。
・マニュアルとして、「監査役監査活動とスタッフ業務」を活用して頂きたい。
※日本監査役協会HP（http://www.kansa.or.jp/）⇒「監査業務支援」⇒「電子図書館」⇒「本部スタッフ研究会」⇒「監査役監査活動とスタッフ業務」
研鑽機会（設問19-1～19-6）
設問19-1　社外講習等、研鑽のための機会は十分あると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	175
	17.4%
	57
	7.0%

	2．思う
	685
	68.3%
	459
	56.7%

	3．あまり思わない
	116
	11.6%
	236
	29.2%

	4．思わない
	27
	2.7%
	57
	7.0%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．とても思う」「2．思う」の合計は、前回比較で22.0%増加し85.7%となり、研鑽機会は十分にある状況である。
考察
・全体的な傾向として、研鑽機会は充実してきている。研鑽機会に対する監査役の理解や監査役スタッフとして知識習得に対する向上心が背景にあるものと推察される。
・前回調査時点（H19年）では、日本監査役協会による監査役スタッフ向けに公開された講習会（監査役スタッフのための実務研修会）等はなく、それら講習会の増加・充実も背景にあるものと推察される。研鑽機会として積極的な参加を検討されたい。
設問19-2　社外講習等に年間何回程度、参加していますか。
※前回質問なし
	選　　択　　肢
	今回（H24年）

	
	回　答
（者数）
	%

	1．0回
	67
	6.7%

	2．1～4回
	568
	56.6%

	3．5～7回
	209
	20.8%

	4．8～10回
	97
	9.7%

	5．11回以上
	62
	6.2%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%


設問19-3　監査役スタッフとしての能力アップのために、どのような研鑽機会に参加しましたか。（複数回答可）
※前回質問なし
	選　　択　　肢
	今回（H24年）

	
	回　答
（人数）
	%

	1．セミナー出席
	928
	92.5%

	2．他社監査役スタッフとの会合、意見交換
	477
	47.6%

	3．他社監査役との会合、意見交換
	124
	12.4%

	4．弁護士、会計士等専門家との個別相談
	143
	14.3%

	5．その他
	55
	5.5%

	
	1,003
	―


解説
・「1．セミナー出席」が92.5%と最も多く、次に「2．他社監査役スタッフとの会合、意見交換」47.6%となっている。
・自己研鑽の機会として、セミナーへの参加が最も定着している。
設問19-4　設問19-3で「5．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
50名の回答があった。主な回答は「日本監査役協会スタッフ研究会、スタッフ実務部会」「日本内部統制研究学会、内部監査協会」等であった。

解説
・多くは「1．セミナー出席」または「2．他社監査役スタッフとの会合、意見交換」に該当する回答であった。
・「会社法、会計知識に関する自己啓発や資格取得へのチャレンジなど」という回答もあった。
設問19-5　監査役スタッフとしての能力アップのために、どのような研鑽機会を希望しますか。（複数回答可）
※前回質問なし
	選　　択　　肢
	今回（H24年）

	
	回　答
（人数）
	%

	1．セミナー出席
	890
	88.7%

	2．他社監査役スタッフとの会合、意見交換
	634
	63.2%

	3．他社監査役との会合、意見交換
	183
	18.2%

	4．弁護士、会計士等専門家との個別相談
	217
	21.6%

	5．その他
	24
	2.4%

	
	1,003
	―


解説
・「1．セミナー出席」が88.7%で最も多く、次に「2．他社監査役スタッフとの会合、意見交換」63.2%となっている。「4．弁護士、会計士等専門家との個別相談」も21.6%と多い。
考察
・設問19-3の回答との比較より、実際に参加した研鑽機会と希望する研鑽機会の差異を見ると、「1．セミナー出席」以外の「2．他社監査役スタッフとの会合、意見交換」「3．他社監査役との会合、意見交換」「4．弁護士、会計士等専門家との個別相談」は、希望する割合が実際の参加状況の割合より高くなっており、希望はするものの、実態として機会が少ない状況であることが推察される。
・一方、各会社で監査役及び監査役会の顧問弁護士がいる会社は少なく、弁護士等の専門家と相談を希望するものの機会がない状況が推察される。日本監査役協会においては、たとえば監査役スタッフ向け「Net相談室」のような専門家に気軽に相談できる窓口の設置が望まれる。
設問19-6　設問19-5で「5．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。

22名の回答があった。主な回答は「日本監査役協会スタッフ研究会」「監査役監査（他社）の事例の研究」等であった。
解説
・多くは「1．セミナー出席」または「2．他社監査役スタッフとの会合、意見交換」に該当する回答であった。
・「セミナー等のテーマは、公開・大会社で上場会社対象のみである。非公開会社の事例も触れてもらえると、受講している方としては、確信が持てる」という回答もあった。

必要な資質（設問20-1～20-2）
設問20-1　監査役スタッフの資質として必要と考えるものは何ですか。（複数回答可）
※前回質問なし
	選　　択　　肢
	今回（H24年）

	
	回　答
（人数）
	%

	1．コミュニケーションスキル
	776
	77.4%

	2．良識・見識
	860
	85.7%

	3．探究心
	521
	51.9%

	4．基本的な業務能力
	761
	75.9%

	5．その他
	43
	4.3%

	
	1,003
	―


解説
・「2．良識・見識」85.7%、「1．コミュニケーションスキル」77.4%、「4．基本的な業務能力」75.9%が上位を占め、次に「3．探究心」51.9%となっている。
・監査役スタッフに必要な資質等については、「監査役監査活動とスタッフ業務」P11の「3．監査役スタッフに期待される役割」「4．監査役スタッフの資質」も参照されたい。
設問20-2　設問20-1で「5．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
42名の回答があった。主な回答は「会社法や会計知識」「関連法令及び会計・税務・財務の知識」等であった。

ただし、「資質」というよりも「知識」の必要性についての回答である。

解説
・多くは「会社法や会計に関する専門知識」に該当する回答であった。
　　　・「①会社業務を熟知すること、②会社法・金商法の知識、③監査役の取るべき行為に関する洞察力・構想力」という回答もあった。
監査役スタッフの評価等（設問21-1～22-2）
設問21-1　監査役スタッフの最終人事評価者は誰ですか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．監査役／監査委員
	335
	33.4%
	166
	20.5%

	2．監査役／監査委員と執行部
	234
	23.3%
	199
	24.6%

	3．執行部
	333
	33.2%
	343
	42.4%

	4．その他
	101
	10.1%
	101
	12.5%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


スタッフ別（H24年）
	選　　択　　肢
	専任スタッフ
	兼任スタッフ

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．監査役／監査委員
	272
	48.7%
	63
	14.2%

	2．監査役／監査委員と執行部
	154
	27.6%
	80
	18.0%

	3．執行部
	107
	19.2%
	226
	50.8%

	4．その他
	25
	4.5%
	76
	17.1%

	合　　　　計
	558
	100.0%
	445
	100.0%


解説
・「1．監査役／監査委員」が前回比較で12.9%増加し33.4%と最も多いが、「3．執行部」も9.2%減少したものの33.2%、また「2．監査役／監査委員と執行部」も23.3%であり分散している。
・スタッフの専任・兼任別では、専任は「1．監査役／監査委員」が48.7%と最も多いが、兼任では「3．執行部」が50.8%と最も多く、当然ではあるが、傾向が大きく異なる。
考察
・「1．監査役／監査委員」が最も多く、前回比較でも最も増加していることは、監査役スタッフの独立性確保の観点より考察すると、望ましい体制に移行しつつあるが、依然として「3．執行部」も33.2%と多いことは、独立性確保がまだ改善途上にあるものと思われ、課題を残す。会社法施行規則100条3項2号（補助使用人の独立性）、日本監査役協会の監査役監査基準16条2項4号（補助使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分等に対する監査役の同意権）等を踏まえ、監査役スタッフは監査役と意見交換し、監査役は執行部と協議し、望ましい人事評価の仕組みを確立して頂きたい。なお、「1．監査役／監査委員」が増加し、「3．執行部」が減少していることは、監査役が前述の会社法施行規則を踏まえ、監査役スタッフの独立性を重要視し、執行部に働きかけた結果と推察される。
・スタッフの専任・兼任別では、専任スタッフは「1．監査役／監査委員」の回答が一番多いのに対し、兼任スタッフは「3．執行部」の回答が多く、顕著な差異がある。これは兼任スタッフの監査役スタッフ業務のウエイトが比較的小さいことから、このような傾向になるものと推察される。

設問21-2　設問21-1で「2．監査役／監査委員と執行部」「3．執行部」と回答された場合、監査役／監査委員と執行部との間で、監査役スタッフの人事評価等について協議する機会が設けられていますか。
※前回質問なし
	選　　択　　肢
	今回（H24年）

	
	回　答
（人数）
	%

	1．設けられている
	286
	50.4%

	2．設けられていない
	281
	49.6%

	合　　　　計
	567
	100.0%


スタッフ別（H24年）
	選　　択　　肢
	専任スタッフ
	兼任スタッフ

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．設けられている
	176
	67.4%
	110
	35.9%

	2．設けられていない
	85
	32.6%
	196
	64.1%

	合　　　　計
	261
	100.0%
	306
	100.0%


解説
・設問21-1で「2．監査役／監査委員と執行部」または｢3．執行部｣との回答（=567名、執行部が最終人事評価に関与）のうち49.6%は、監査役／監査委員と執行部との間で、人事評価等について協議する機会が設けられていない。
※全回答者（=1,003名）の約3割（28.0%）が人事評価等について協議する機会が設けられていないことになる。
・スタッフの専任・兼任別では、「1．設けられている」の割合が、専任スタッフは67.4%に対し、兼任スタッフは35.9%と顕著な差異がある。
考察
・執行部が最終人事評価に関与しているケースの約半数（49.6%）、全体から見ると約3割（28.0%）は、人事評価等について協議する機会が設けられていないことになる。監査役スタッフの独立性確保の観点から、人事評価等（さらには人事異動、懲戒処分等）に対する監査役の同意権は、まだ途上であることが推察され、監査役におかれては、執行部へのさらなる働きかけをお願いしたい。
※監査役の同意権に関しては設問28を参照。
・専任スタッフと兼任スタッフの顕著な差異の原因として、兼任スタッフは監査役スタッフ業務のウエイトが比較的小さいことから、このような傾向になるものと推察される。
設問21-3　相応しい評価者は誰だと思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．監査役／監査委員
	544
	54.2%
	328
	40.5%

	2．監査役／監査委員と執行部
	351
	35.0%
	336
	41.5%

	3．執行部
	66
	6.6%
	93
	11.5%

	4．その他
	42
	4.2%
	52
	6.4%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


スタッフ別（H24年）
	選　　択　　肢
	専任スタッフ
	兼任スタッフ

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．監査役／監査委員
	390
	69.9%
	154
	34.6%

	2．監査役／監査委員と執行部
	136
	24.4%
	215
	48.3%

	3．執行部
	19
	3.4%
	47
	10.6%

	4．その他
	13
	2.3%
	29
	6.5%

	合　　　　計
	558
	100.0%
	445
	100.0%


解説
・「1．監査役／監査委員」が前回比較で13.7%増加し54.2%と最も多い。
・スタッフの専任・兼任別では、専任は「1．監査役／監査委員」が69.9%と最も多く、兼任は「2．監査役／監査委員と執行部」が48.3%と最も多く、約半数を占めている。
・全体的に、回答は「1．監査役／監査委員」と「2．監査役／監査委員と執行部」に集中している。
考察
・「1．監査役／監査委員」が相応しいという回答の増加は、監査役スタッフにも会社法施行規則100条3項2号（補助使用人の独立性）の意識が高まっていること、また実際に業務の内容を把握している監査役に評価されることを望んでいるものと推察される。

・「1．監査役／監査委員」が相応しいとの回答が54.2%であるのに対し、設問21-1で「1．監査役／監査委員」が評価しているとの回答は33.4%であり、大きなギャップがある。監査役におかれては、監査役スタッフと意見交換し、執行部と協議し、望ましい人事評価の仕組みを確立して頂きたい。
設問22-1　監査役スタッフの人事評価の仕組みは適切だと思いますか。
※前回質問なし
	選　　択　　肢
	今回（H24年）

	
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	59
	5.9%

	2．思う
	639
	63.7%

	3．あまり思わない
	214
	21.3%

	4．思わない
	91
	9.1%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%


スタッフ別（H24年）
	選　　択　　肢
	専任スタッフ
	兼任スタッフ

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	47
	8.4%
	12
	2.7%

	2．思う
	404
	72.4%
	235
	52.8%

	3．あまり思わない
	86
	15.4%
	128
	28.8%

	4．思わない
	21
	3.8%
	70
	15.7%

	合　　　　計
	558
	100.0%
	445
	100.0%


解説
・「1．とても思う」と「2．思う」の合計は69.6%となっている。
・スタッフの専任・兼任別では、兼任スタッフは「3．あまり思わない」と「4．思わない」の合計が44.5%であり、適切でないと思う割合が、専任スタッフより高い。兼任スタッフを抱える監査役におかれては、執行部と協議し、望ましい人事評価の仕組みを確立して頂きたい。
設問22-2　設問22-1で「3．あまり思わない」「4．思わない」を選択された方は、その理由を50字以内でご記入ください。
289名の回答があった。主な回答は「業務内容を知らない執行側が評価しているから」「監査役の意見ではなく、執行部の調整で決定されることから、監査役の意向も加味した評価が望ましいと考える」「評価項目及びその測定が、事業部等と比べて難しい」「兼務であり、監査役スタッフとしての職務のウエイトが小さいため」等であった。

解説

・人事評価の仕組みが適切であるということを「3．あまり思わない」と「4．思わない」の回答者合計は305名であるが、94.8%から回答が寄せられた。その理由を大別すると次の4つである。
①「評価者が監査役スタッフ業務を十分把握していない」
②「監査役が評価に関与していない」
③「評価方法（評価項目等）が不明確」
④「兼任スタッフは、監査役スタッフ業務のウエイトが低く、評価の対象となっていない」
考察
・監査役スタッフ業務を把握しない評価者による評価は、モチベーションの低下にもつながり得るので、評価者による業務の把握、理解が必要である。あるいは業務を把握、理解している者の評価が必要である。
・監査役スタッフ部門、または監査役スタッフの組織的な位置付けが不明確であり、執行部に所属する従業員と比べて処遇に対する不安、あるいは不満もあるものと推察される。
・兼任スタッフのなかには、監査役スタッフ業務のウエイトが低いため、評価の対象外とされている者もおり、監査役監査の品質にも影響する危険性を含んでいる。
・人事評価に疑問等を抱く監査役スタッフは少なくない。監査役におかれては、監査役スタッフと意見交換し、執行部と協議し、望ましい人事評価の仕組みを確立して頂きたい。
キャリアパス（設問23-1～26）
設問23-1　監査役スタッフ就任前に経験した職種は何ですか。（複数回答可）
※前回質問なし
	選　　択　　肢
	今回（H24年）

	
	回　答
（人数）
	%

	1．経理・財務
	326
	32.5%

	2．法務・総務（リスク管理部門を含む）
	362
	36.1%

	3．内部監査
	273
	27.2%

	4．経営企画
	204
	20.3%

	5．営業
	328
	32.7%

	6．購買
	63
	6.3%

	7．その他
	343
	34.2%

	
	1,003
	―


解説
・「2．法務・総務（リスク管理部門を含む）」「5．営業」「1．経理・財務」の順に多い。幅広い職種から配置されている。
設問23-2　設問23-1で「7．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
332名の回答があった。主な回答は、解説以下に記す。

　　解説
・監査役スタッフ就任前に経験した職種は多岐にわたる。「人事」「秘書」「企画」「研究開発」「情報システム」「海外関係」「工事部門」「設備メンテナンス技術系」等、幅広い職種から配置されている。
設問24　監査役スタッフ就任前の職歴は、現在の職務に役に立っていると思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答

（人数）
	%

	1．とても思う
	311
	31.0%
	122
	15.1%

	2．思う
	587
	58.5%
	507
	62.7%

	3．あまり思わない
	90
	9.0%
	144
	17.8%

	4．思わない
	15
	1.5%
	36
	4.4%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「1．とても思う」「2．思う」の合計は、前回比較で11.7%増加し89.5%となっている。
設問25-1　前任者の異動先はどこですか。（複数回答可）
※前回質問なし
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前任者なしを除く

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答

（人数）
	%

	1．経理・財務
	63
	6.3%
	63
	8.2%

	2．法務・総務（リスク管理部門を含む）
	106
	10.6%
	106
	13.8%

	3．内部監査
	103
	10.3%
	103
	13.4%

	4．経営企画
	31
	3.1%
	31
	4.0%

	5．経営幹部
	18
	1.8%
	18
	2.3%

	6．監査役
	22
	2.2%
	22
	2.9%

	7．子会社経営幹部
	72
	7.2%
	72
	9.4%

	8．子会社監査役
	28
	2.8%
	28
	3.6%

	9．前任者なし
	235
	23.4%
	－
	－

	10．その他
	361
	36.0%
	361
	47.0%

	
	1,003
	―
	768
	―


解説
・「2．法務・総務（リスク管理部門を含む）」「3．内部監査」「7．子会社経営幹部」の順に多い。
・「6．監査役」が22名、「5．経営幹部」が18名である。
考察
・「5．経営幹部」「6．監査役」があることに注目したい。第1部の総括にも記載したが、キャリアパスになり得るものと推察される。

・「9．前任者なし」が23.4％に上ることは、近年の監査環境の変化から、専任・兼任にかかわらず、監査役スタッフを新設あるいは増員したものと推察される。
設問25-2　設問25-1で「10．その他」を選択された方は，その内容を50字以内でご入力ください。
348名の回答があった。主な回答は、解説以下に記す。

　　解説
・「定年退職」が多い。

・それ以外では「営業」「子会社（総務、管理職）」が多い。
考察
・定年退職が多いのは、監査役業務に必要な情報を自らの判断で収集でき、執行部に対して折衝力が必要なことから、監査役スタッフにはある程度社歴の長い者が就いていることが推察される。

設問26　監査役スタッフのポジションは社内においてキャリアパスの位置付けになっていますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．なっている
	95
	9.5%
	65
	8.0%

	2．なっていない
	533
	53.1%
	398
	49.2%

	3．わからない
	375
	37.4%
	346
	42.8%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


解説
・「2．なっていない」が前回比較で3.9%増加し、半数を超え53.1%となっている。
　　考察
・監査役スタッフの経験は、他の職種で活かせる、経営に活かせる経験であるにもかかわらず、社内で十分認識されていないものと推察される。監査役スタッフにおかれては、経験とともに研鑽に努めて頂きたい。監査役におかれては、監査役スタッフのキャリアパスを意識した指導育成をご検討頂きたい。
・「3．わからない」の回答が多いのは、設問25-1で「9．前任者なし」が多いこととも関係しているものと推察される。
監査役スタッフとしての独立性（設問27～29-2）
設問27　内部統制システムの取締役会決議に監査役スタッフの独立性について明文化されていますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	1．具体的に明文化されている
	560
	67.0%
	438
	64.7%

	2．抽象的に明文化されている
	148
	17.7%
	160
	23.6%

	3．ほとんど明文化されていない
	60
	7.2%
	41
	6.1%

	4．全く明文化されていない
	68
	8.1%
	38
	5.6%

	合　　　　計
	836
	100.0%
	677
	100.0%


※前回「未回答」17社あり
会社形態別（H24年）
	選　　択　　肢
	公開会社
	非公開会社

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	1．具体的に明文化されている
	411
	68.5%
	130
	61.6%

	2．抽象的に明文化されている
	111
	18.5%
	35
	16.6%

	3．ほとんど明文化されていない
	43
	7.2%
	17
	8.1%

	4．全く明文化されていない
	35
	5.8%
	29
	13.7%

	合　　　　計
	600
	100.0%
	211
	100.0%


解説
・「1．具体的に明文化されている」「2．抽象的に明文化されている」の合計は、前回比較で3.6%減少し84.7%となっている。
・会社形態別では、「4．全く明文化されていない」と回答した割合が、公開会社は5.8%なのに対し、非公開会社は13.7%と多い。

考察
・内部統制システムの取締役会決議に監査役スタッフの独立性について明文化することは、8割以上の多くの会社で行われているものの、明文化されていない会社も15.3%あり、明文化されることを望む。
・新たに監査役スタッフを配置したが、環境の整備が追いついていない会社もあるものと推察される。
設問28　監査役スタッフの人事異動（異動先を含む）、人事評価、懲戒処分等に対する監査役の同意権は確保されていますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	1．十分確保されている
	302
	36.1%
	200
	30.7%

	2．ほぼ確保されている
	343
	41.0%
	281
	43.1%

	3．ほとんど確保されていない
	122
	14.6%
	129
	19.8%

	4．全く確保されていない
	69
	8.3%
	42
	6.4%

	合　　　　計
	836
	100.0%
	652
	100.0%


※前回「未回答」42社あり
会社形態別（H24年）
	選　　択　　肢
	公開会社
	非公開会社

	
	回　答
（社数）
	%
	回　答
（社数）
	%

	1．十分確保されている
	241
	40.2%
	54
	25.6%

	2．ほぼ確保されている
	241
	40.2%
	87
	41.2%

	3．ほとんど確保されていない
	81
	13.5%
	39
	18.5%

	4．全く確保されていない
	37
	6.2%
	31
	14.7%

	合　　　　計
	600
	100.0%
	211
	100.0%


解説
・「1．十分確保されている」「2．ほぼ確保されている」の合計は、前回比較で3.3%増加し77.1%となっている。80%に近い会社で監査役の同意権が確保されている。
・会社形態別では、「4．全く確保されていない」と回答した割合が、公開会社は6.2%なのに対し、非公開会社は14.7%と多い。

考察
・「3．ほとんど確保されていない」「4．全く確保されていない」の合計は22.9%となっている。まだ2割以上の会社で監査役の同意権は確保されていない状態である。また、設問21-2では、約3割（28.0%）が人事評価等について執行部と協議する機会が設けられていないという結果からも、監査役スタッフの人事異動（異動先を含む）、人事評価、懲戒処分等に対する監査役の同意権の確保については、まだ課題
を残す。
設問29-1　監査役スタッフが他部門を兼任するのは適切だと思いますか。
	選　　択　　肢
	今回（H24年）
	前回（H19年）

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	18
	1.8%
	26
	3.2%

	2．思う
	255
	25.4%
	282
	34.9%

	3．あまり思わない
	418
	41.7%
	303
	37.5%

	4．思わない
	312
	31.1%
	198
	24.5%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%
	809
	100.0%


スタッフ別（H24年）
	選　　択　　肢
	専任スタッフ
	兼任スタッフ

	
	回　答
（人数）
	%
	回　答
（人数）
	%

	1．とても思う
	4
	0.7%
	14
	3.1%

	2．思う
	29
	5.2%
	226
	50.8%

	3．あまり思わない
	253
	45.3%
	165
	37.1%

	4．思わない
	272
	48.7%
	40
	9.0%

	合　　　　計
	558
	100.0%
	445
	100.0%


解説
・「3．あまり思わない」「4．思わない」の合計は、前回比較で10.8%増加し72.8%となっている。
・スタッフの専任・兼任別では、適切だと「4．思わない」と回答した割合が、専任スタッフは48.7%なのに対し、兼任スタッフは9.0%となっている。

　　考察
・兼任することを適切だと思わない者が増加しているのは、監査役スタッフの独立性確保に関する認識の高まり、または業務上の不都合に対する懸念、あるいは問題に直面したことによるものと推察される。
・専任スタッフと兼任スタッフの意識に顕著な差異がある。兼任スタッフは自社の状況や実務上のメリットを勘案し、肯定的に受け止めているものと推察される。

設問29-2　兼任の場合、どのようなメリット・デメリットがありますか｡150字以内でご入力ください。
806名の回答があった。主な回答は、解説以下に記す。

解説
・メリット

情報入手上の利点がある。
複眼的な視点が持てる。

業務の重複排除により効率化が図られる。
要員が有効活用できる。
・デメリット

独立性を確保できないことが懸念される。
立場上の相反や混乱が懸念される。
内部監査と監査役監査を混同されることが懸念される。
監査役スタッフ業務のウエイト配分が困難である。
監査役スタッフとしての認知度が高まらない。
考察
・メリットとしては、内部監査部門との兼任が多いことから、監査に関連した情報、趣旨は異なるが基本的な知識とスキルを持ち合わせていることが考えられる。それらを複眼的な視点につなげれば、監査役監査の品質向上も可能であると考える。
・監査役におかれては、自社の状況により兼任スタッフとなる場合は、独立性を確保するために、業務分掌の明確化、監査役の評価が確実に反映される評価制度等、環境の整備をご検討頂きたい。そのうえで兼任スタッフのメリットを活用して頂きたい。
第2部

監査役スタッフ業務の実態について

第2部　監査役スタッフ業務の実態について（総括）
第2部「監査役スタッフ業務の実態について」のアンケート調査は、今回初めて行った。会社法施行後5年、各社で整えられた監査役スタッフ体制の実務の実態はどのようなものであるかを検証する。

アンケート調査結果を見ると、専任スタッフと兼任スタッフで、監査役スタッフ業務の関与度に顕著な差異が表れた。そこで、第2部ではアンケート全体の回答数とその比率に加え、専任スタッフ・兼任スタッフ別に回答数とその比率を併記し、比較に供する。

また、巻末には、「機関設計別（監査役会設置会社・委員会設置会社）」「会社形態別（公開会社・非公開会社）」「スタッフの専任・兼任別」の比較をグラフで表示している。

第2部の目的は、監査役スタッフ業務の実態を明らかにし、ひいては監査役スタッフの活用を通して、監査役監査の品質向上に結びつけることである。

　監査役及び監査役スタッフにおかれては、自社の監査役スタッフ業務の棚卸として第2部「監査役スタッフ業務の実態について」をご覧頂ければ、お役に立てるものと考える。

たとえば「監査役スタッフではなく、監査役が行っている場合」その現状で良いのか、「監査役スタッフも監査役も行っていない場合」それで良いのか、監査役監査の品質向上に向けて、監査役と監査役スタッフとの間で協議される契機にして頂ければ、アンケート回答も生きたものになると考える。また、専任スタッフと兼任スタッフとで、監査役スタッフ業務の関与度に顕著な差異が生じていることに鑑み、兼任スタッフで対応されている各社監査役におかれては、これを機会に自社の体制についてご検討をお願いしたい。監査役スタッフの専任化が望ましいこと、各社の事情により兼任スタッフとせざるを得ない場合でも、独立性確保のための環境の整備（業務分掌の明確化、人事評価における関与等）について配慮をお願いしたいことは、第1部の総括及び本文で述べた通りである。
第2部「監査役スタッフ業務の実態について」のアンケート調査結果を概括すると以下の通りである。
設問30-1「監査計画の策定等」では、「監査計画案の策定」が66.4%で最も多いが、「その他」を除く5つの選択肢のうち4項目の回答が50%を超え、監査役スタッフの関与度の高さが見られる。しかし、専任スタッフと兼任スタッフを比較すると、監査役監査の計画段階である本設問から、関与度に顕著な差異が生じている。第1部の設問4-4兼任スタッフの場合の「スタッフ業務のウエイト」は、「1／3以下」との回答が75.5%であったことを考慮しつつ、実態をご確認頂きたい。
設問31-1「重要会議＝取締役会、経営会議等への出席」、設問32-1「代表取締役との会合」では、特に「代表取締役との会合」は、監査役と代表取締役との忌憚のない意見交換の場としていることが推察され、スケジュール調整等以外の関与度は低い。第1部の設問14-1～4（重要情報の開示）の考察でも述べたが、監査役と監査役スタッフ間の情報共有化を進め、監査役監査の品質向上に結びつけて頂きたい。
　設問33-1「役職者からの報告聴取」、設問34-1「実地調査＝往査の実施」、設問35-1「監査調書の作成」では、選択肢全般に関与度が高い。設問35-1では、監査役スタッフは往査に同行すれば、ほぼ調書作成に関与している実態が見られる。また、選択肢「その他」の内容からは、「社内情報の収集」「事前調査」といった兼任スタッフ活用の好例が見られる。
設問36-1「子会社監査役との連係」では、「各監査役とのスケジュール調整」のみが50%を超える回答であり、全体的に他の設問に比較して監査役スタッフの関与度は低い。
設問37-1「内部監査部門との連係」では、「その他」の内容で、内部監査部門を兼任しているという回答が多く寄せられた。そのため、設問への回答が難しいという戸惑いの回答もあった。第1部設問9-2（独立性が確保されていない理由、内容）で、兼任スタッフの回答「どちらの立場で業務を行っているか明確でない」とも関連するところである。
設問38-1「会計監査人との連係」では、選択肢「その他」の内容に、「マネージャークラスの会計士とは常に緊密に連係している」という回答があったが、これなどは監査役スタッフの実態が垣間見られる回答である。

設問39-1「各監査役の監査報告の作成」と設問40-1「監査役会の監査報告の作成」では、年度の監査の仕上げとして、総じて監査役スタッフの関与度は高いが、「後発事象の確認」のみが50%を下回った。「後発事象の確認」の関与度の低さは、そもそも「後発事象」に対して理解が十分であるのか、懸念される。
　設問41-1「株主総会対応」については、総会後に行う「株主総会議事録の確認」が40.6%、「決算公告、商業登記等の実施状況の確認」が37.7％と低い。監査役及び監査役スタッフにおかれては、株主総会終了後の手続監査まで着実に実施されているか、確認をお願いしたい。
第1部の設問25-1「前任者の異動先はどこか」では、役員に登用されたという回答が40名・4.0%（監査役22名、経営幹部18名）ある一方、前任者がいないという回答が235名・23.4%に上る。同設問の考察で述べたが、近年の監査環境の変化から、専任・兼任にかかわらず、監査役スタッフを新設あるいは増員してきたものと推察され、各社の監査役スタッフの業務の深度にも差異が存在するのではないかと考える。それが監査役スタッフの関与度の差異につながるのならば、監査役スタッフ自らの一層の研鑽と監査役監査へのさらなる積極的な関与を期待する。
今回のアンケート調査結果で回答「0%」の項目はなかった。それは、どの業務であっても、どこかの会社で監査役スタッフが担当していることを意味する。第1部の総括でも述べたが、キャリアパス（人材育成）の視点をもって、業務内容についても、監査役と監査役スタッフとの間で協議されることを望む。
設問42以降は、意見・感想を頂く内容とした。昨年発表した「監査役監査活動とスタッフ業務」への感想は第2部の本文をご覧頂くとして、設問43～45のスタッフ業務全般に関する自由意見では、監査役スタッフの前向きな姿勢が見られる。
設問43の「監査役監査の品質向上のために取り組んでいること」では、法令、会計等の一般情報、他社事例等の収集、研鑽が多くの意見を占め、多くの監査役スタッフが自己研鑽と、監査役への有益な情報提供を目的に法令、会計情報の収集に取り組む積極的な姿勢が感じられる。その他、社内の情報収集、執行部に対する監査役の指摘事項のフォローなど、現場での努力が垣間見られる。また、「業務の見える化」として、「監査計画立案から監査報告作成までのシナリオ～プロセス設定」など、各社の工夫も回答として寄せられている。是非、参考にして頂きたい。
最後の設問45の「その他自由意見」では、「時代の変化や有事に備えた対応も含め、監査役会を運営する業務を安定的に行うことは、監査役スタッフの重要な仕事」という回答があり、その自負が垣間見られる一方、「監査役スタッフが必要であるなら、組織として明文化すべきと思う。組織として明文化せずに監査役スタッフとして機能する場合、立場的ジレンマに陥る場合がある」や「監査役スタッフの独立性維持といっても、社内的にはやはり限界があり、特に兼任スタッフであっては、情報のやり取りや意見の対立で悩む場合が少なからずある」等、監査役スタッフの苦渋の実態も表出されている。
以上、第2部のアンケート調査結果を概括したが、今回の結果をもとに今後の監査役スタッフのあり方について、検討する機会としたい。

　巻末グラフの機関設計別（監査役会設置会社・委員会設置会社）比較では、委員会設置会社の回答は39件で少数ではあるが、積極的なスタッフ業務への関与が見られる。委員会設置会社のスタッフの多くは専任スタッフである。取締役監査委員の任期は１年で、その過半数は社外取締役（会社法400条1項3号）である。全員が社外取締役という会社も珍しくなく、常勤監査委員がいない会社もある。この委員会設置会社の特性から、取締役監査委員が、その責任を果たすためには、監査委員スタッフが欠かせない存在であることが推察される。
機関設計、会社形態、スタッフの専任・兼任、その他各社の事情があるにせよ、第2部は監査役スタッフ業務の棚卸として本文をご覧頂きたい。監査役スタッフにおいては、監査役と協議され、本アンケートの各設問・各項目において、さらなる積極的な関与を期待する。また、監査役におかれてはそのための体制整備をお願いするものである。

第2部　監査役スタッフ業務の実態について（アンケート結果）
第2部のアンケート調査結果では、巻末に「機関設計別（監査役会設置会社・委員会設置会社）」「会社形態別（公開会社・非公開会社）」「スタッフの専任・兼任別」に分類・比較しているので、ご参照されたい。

第2部の総括で述べた通り、専任スタッフと兼任スタッフでは、監査役のスタッフ活用度の差異が色濃く浮かび上がった。以下の設問では、全体の回答に加え、専任スタッフと兼任スタッフの回答を併記し、比較する。
設問30-1　「監査計画の策定等」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	%
	回答(人数)
	%
	回答
(人数)
	%

	1．前年度の監査結果の確認と課題の抽出
	592
	59.0%
	415
	74.4%
	177
	39.8%

	2．監査方針案の作成
	557
	55.5%
	405
	72.6%
	152
	34.2%

	3．重点監査項目案の作成

	540
	53.8%
	399
	71.5%
	141
	31.7%

	4．監査計画案の作成
	666
	66.4%
	465
	83.3%
	201
	45.2%

	5．監査方針・監査計画の執行部門等への通知
	489
	48.8%
	321
	57.5%
	168
	37.8%

	6．その他
	131
	13.1%
	43
	7.7%
	88
	19.8%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


解説
・「監査計画の策定等」について、回答全体では「4．監査計画案の作成」が最も多く66.4%で、「5．監査方針・監査計画の執行部門等への通知」及び「6．その他」を除き、全て50%を超えている。比較的関与度の高い業務である。

・専任スタッフと兼任スタッフを比較すると顕著な差異がある。専任スタッフでは「1．前年度の監査結果の確認と課題の抽出」～「4．監査計画案の作成」は70％を超え、「6．その他」を除き、全ての項目で50%を超えているが、兼任スタッフでは50％を超えている項目がない。

・「監査計画の策定等」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」P26～P29をご参照されたい。
※日本監査役協会HP（http://www.kansa.or.jp/）⇒「監査業務支援」⇒「電子図書館」⇒「本部スタッフ研究会」⇒「監査役監査活動とスタッフ業務」
　　考察
・専任スタッフと兼任スタッフの差異は、監査役のスタッフ活用度の差異と考える。
・本設問の「監査計画の策定等」業務は、まず実務を担う監査役スタッフが前年度の監査結果、あるいは日頃の問題意識から、監査計画のベースとなる課題を抽出し、さらに監査方針及び重点監査項目について監査役と協議を重ね、最終的には監査役会の監査計画を作成するのが望ましいと考える。綿密な監査計画により監査役監査の実効性が期待され、まさに監査計画は「監査役監査の品質向上」の大前提である。監査役スタッフは監査計画に関与することで、実施段階における能動的な監査役サポートが期待される。監査計画に関与するか否かは、監査役監査の品質向上に直接関連することと考える。
・「監査計画の策定等」について、専任・兼任にかかわらず、監査役スタッフは積極的に関与することを、監査役におかれては監査役スタッフに関与させることをご検討頂きたい。
・監査役監査の起点とも言うべき監査計画の策定時点から顕著な差異が生じており、兼任スタッフは十分に監査役監査をサポートできているのか、懸念される。
設問30-2　設問30-1で「6．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
131名の回答があった。主な回答は「監査役業務分担（案）の作成など」「会社の方針、監査部・会計監査人の年間計画等から重要な部分を抜き出し、監査計画の検討・策定に関連した資料を作成している」等であった。

解説
・多くは「1．前年度の監査結果の確認と課題の抽出」～「4．監査計画案の作成」に該当する回答であった。
・「監査役への法務的なアドバイス等」という回答もあった。
・「監査役自身が策定している」という回答もあった。

設問31-1　「重要会議＝取締役会、経営会議等への出席」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	%
	回 答(人数)
	%
	回 答(人数)
	%

	1．付議議案の事前入手
	479
	47.8%
	331
	59.3%
	148
	33.3%

	2．運営における適法性等の確認（付議事項を含む）
	294
	29.3%
	189
	33.9%
	105
	23.6%

	3．起案部署に対する事前確認（監査役への説明を含む）
	265
	26.4%
	182
	32.6%
	83
	18.7%

	4．監査役のスケジュール調整
	537
	53.5%
	336
	60.2%
	201
	45.2%

	5．監査役の指摘事項等のフォローアップ
	533
	53.1%
	341
	61.1%
	192
	43.1%

	6．その他
	59
	5.9%
	27
	4.8%
	32
	7.2%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


解説
・「重要会議＝取締役会、経営会議等への出席」について、回答全体では「4．監査役のスケジュール調整」が最も高く53.5%、次に「5．監査役の指摘事項等のフォローアップ」が53.1%で50%を超えている。3番目に「1．付議議案の事前入手」で47.8%である。

・専任スタッフと兼任スタッフを比較すると「1．付議議案の事前入手」に差異はあるものの、前項の「監査計画の策定等」ほどの顕著な差異はない（「監査計画の策定等」と比較すると総じて低い）。

・「重要会議＝取締役会、経営会議等への出席」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」のP37～P43をご参照されたい。

考察
・「2．運営における適法性等の確認」「3．起案部署に対する事前確認」について監査役スタッフの関与度が低いのは、取締役会の付議議案及び関連資料等を監査役スタッフに事前開示しない会社もあることが推察される。

・監査役は会社法383条1項により、取締役会に出席し意見陳述する義務がある。また監査役は会社法381条2項により、取締役の重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会のほか重要会議に出席することができる。特に取締役会の運営については、法令・定款、取締役会規則等により多岐に亘り規定されている。監査役のみで、取締役会の「適法性の確認」や取締役会での「的確な意見陳述」、「重要な意思決定の過程の確認」、「業務の執行状況の把握」等を行うには相当の負担があると考える。付議議案及び関連資料等が監査役スタッフに事前開示されていないかもしれないが、監査役におかれては、専任・兼任にかかわらず監査役スタッフの活用を是非ご検討頂きたい。
設問31-2　設問31-1で「6．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
59名の回答があった。主な回答は「議題及び議事内容・資料等は事後に内容（適法性等）の確認を行なっている」「監査役の発言内容と議事録の整合性の確認」等であった。

解説
・監査役スタッフが重要会議への出席に関与をしている例としては、「重要会議に陪席している」というスタッフ活用度の高い事例もあった。

考察
・「重要会議の陪席」は希少なケースとしても、監査役スタッフの活用を是非ご検討頂きたい。

設問32-1　「代表取締役との会合」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％

	1．会合テーマ設定等の事前準備
	395
	39.4%
	286
	51.3%
	109
	24.5%

	2．関連部署及び監査役とのスケジュール調整
	597
	59.5%
	400
	71.7%
	197
	44.3%

	3．会合に関わる資料作成
	501
	50.0%
	342
	61.3%
	159
	35.7%

	4．会合時の対応（質問補助、記録等）
	351
	35.0%
	233
	41.8%
	118
	26.5%

	5．会合議事録の作成
	371
	37.0%
	240
	43.0%
	131
	29.4%

	6．監査役の指摘事項等のフォローアップ
	398
	39.7%
	251
	45.0%
	147
	33.0%

	7．その他
	41
	4.1%
	16
	2.9%
	25
	5.6%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


解説
・「代表取締役との会合」について、回答全体では「2．関連部署及び監査役とのスケジュール調整」が最も高く59.5%、それ以外の項目では50%以下となっている。代表取締役との会合は、スタッフ業務のなかで関与度の低い業務である。

・専任スタッフと兼任スタッフを比較すると「1．会合テーマ設定等の事前準備」「2．関連部署及び監査役とのスケジュール調整」に差異はあるものの、設問30-1の「監査計画の策定等」ほどの顕著な差異はない（「監査計画の策定等」と比較すると総じて低い）。

・「代表取締役との会合」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」のP46～P47をご参照されたい。

考察
・「代表取締役との会合」について監査役スタッフの関与度が低いのは、代表取締役と監査役との間で忌憚のない意見交換を行うため、あえて監査役スタッフが関与しない会社もあることが推察される。

・また内部監査部門の兼任スタッフの場合、内部監査の報告先は代表取締役であり、あえて監査役スタッフが関与しない会社もあることが推察される。

・「監査役会規則」あるいは「監査役監査基準」において、「代表取締役との（定期的）会合」を規定している会社も少なくないと考える。第1部の設問14-1～4（重要情報の開示）の考察でも述べたが、監査役スタッフの意識は高まっており、また監査役スタッフがその職責を十分果たすためにも、情報共有化による意思疎通が望まれることから、監査役におかれては支障のない限り監査役スタッフに会合内容の開示、あるいは関与をご検討頂きたい。

設問32-2　設問32-1で「7．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
41名の回答があった。主な回答は「特段決まった業務はなく監査役のサポート全般」「定型業務はなく、適宜監査役の指示があるときのみ」等であった。

　　解説
・多くは「監査役の指示に基づく、サポート全般」に該当する回答であった。

・「会合における確認テ－マについて相談を受けることがある。例えば会社の中で今、特にリスクが高いと思われる事項や、リスクが顕在化した事例の要因・対策状況などを確認する」という回答もあった。
考察

・「代表取締役との会合」が行われていないという回答が散見されたが、「代表取締役との会合」は会社法381条2項及び会社法施行規則105条2項の規定に基づく、内部統制の状況確認等にも有効な手段であるので、監査役におかれては是非実施をご検討頂きたい。
設問33-1　「役職員からの報告聴取」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％

	1．テーマ設定等の事前準備
	450
	44.9%
	330
	59.1%
	120
	27.0%

	2．関連部署及び監査役とのスケジュール調整
	724
	72.2%
	483
	86.6%
	241
	54.2%

	3．面談に関わる資料作成（資料依頼を含む）
	535
	53.3%
	371
	66.5%
	164
	36.9%

	4．面談時の対応（質問補助、記録等）
	589
	58.7%
	419
	75.1%
	170
	38.2%

	5．面談録の作成
	597
	59.5%
	425
	76.2%
	172
	38.7%

	6．監査役の指摘事項等のフォローアップ
	553
	55.1%
	360
	64.5%
	193
	43.4%

	7．その他
	31
	3.1%
	16
	2.9%
	15
	3.4%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


　　解説

・「役職員からの報告聴取」について、回答全体では「2．関連部署及び監査役とのスケジュール調整」が最も多く72.2%で、「1．テーマ設定等の事前準備」及び「7．その他」を除き、全て50%を超えている。設問32-1の｢代表取締役との会合｣に比べて、監査役スタッフの関与度が高い。
・専任スタッフと兼任スタッフを比較すると顕著な差異がある。専任スタッフでは「2.関連部署及び監査役とのスケジュール調整」「4．面談時の対応（質問補助、記録等）」「5．面談録の作成」は70％を超え、「7．その他」を除き、全ての項目で50%を超えているが、兼任スタッフでは「2．関連部署及び監査役とのスケジュール調整」を除き、50％を超えている項目がない。
・「役職員からの報告聴取」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」P53～P59をご参照されたい。
　　考察

・「1．テーマ設定等の事前準備」について監査役スタッフの関与度が低いのは、取締役（役職員）の業務の執行状況を監査し、内部統制システムの構築・運用状況を監査する有効な手段として、監査役自ら事前準備をしていることが推察される。あるいは「役職員からの報告聴取」が定例化されているため、あえて事前準備を要しないことも推察される。

・兼任スタッフの「4．面談時の対応（質問補助、記録等）」「5．面談録の作成」の関与度が低いのは、専任スタッフと比べると面談に同席する機会が少ないことが推察される。

・「役職員からの報告聴取」は監査役監査の中核を成す活動と考える。専任・兼任にかかわらず監査役スタッフにおかれては積極的に関与することを、監査役におかれては監査役スタッフに関与させることを、是非ご検討頂きたい。
設問33-2　設問33-1で「7．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
31名の回答があった。主な回答は「特段決まった業務はなく監査役のサポート全般」「必要に応じて資料作成、面談時の対応、指摘事項等のフォローアップを行っている」等であった。

　　解説

・多くは「監査役の指示に基づく、サポート全般」に該当する回答であった。
・「社内情報の収集（兼任）」「監査役指示に基づく事前調査（兼任）」等、兼任スタッフを活用している事例もあった。

設問34-1　「実地調査＝往査の実施」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％

	1．往査先の選定
	475
	47.4%
	354
	63.4%
	121
	27.2%

	2．往査先及び監査役とのスケジュール調整
	733
	73.1%
	484
	86.7%
	249
	56.0%

	3．往査に関わる事前準備（往査先に関する資料等の入手）
	699
	69.7%
	485
	86.9%
	214
	48.1%

	4．往査時の対応（質問補助、記録、書類の実査等）
	638
	63.6%
	442
	79.2%
	196
	44.0%

	5．往査調書案の作成
	560
	55.8%
	409
	73.3%
	151
	33.9%

	6．監査役の指摘事項等のフォローアップ
	574
	57.2%
	367
	65.8%
	207
	46.5%

	7．その他
	40
	4.0%
	23
	4.1%
	17
	3.8%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


　　解説

・「実地調査＝往査の実施」について、回答全体では「2．往査先及び監査役とのスケジュール調整」が最も多く73.1%で、「1．往査先の選定」及び「7．その他」を除き、全て50%を超えている。比較的関与度の高い業務である。

・専任スタッフと兼任スタッフを比較すると顕著な差異がある。専任スタッフでは選択肢の「7．その他」を除き、全ての項目で60%を超えているが、兼任スタッフでは「2．往査先及び監査役とのスケジュール調整」を除き、50％を超えている項目がない。
・「実地調査＝往査の実施」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」P60～P65をご参照されたい。
　　考察

・専任スタッフと兼任スタッフの差異は、時間的な制約によるスタッフ活用度の差異と考える。
・「1．往査先の選定」についてスタッフの関与度が低いのは、取締役（役職員）の業務の執行状況を監査し、内部統制システムの構築・運用状況を監査する有効な手段として、監査役自ら往査先を選定していることが推察される。事務的な項目については、監査役スタッフの関与度が高い。

・特に兼任スタッフの場合、設問31、32、33を総合的に見ると、「スケジュール調整」と「フォローアップ」の関与度が高い。時間的な制約があるにせよ、「スケジュール調整」と「フォローアップ」に留まらず、監査業務そのものにも関与できる状況が望まれる。

・兼任スタッフを抱える監査役におかれては、時間的な制約があるにせよ「3．往査に関わる事前準備」等に兼任スタッフのメリットを活用（「社内情報の収集」「事前調査」等）されることを、是非ご検討頂きたい。

設問34-2　設問34-1で「7．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。

40名の回答があった。主な回答は「往査調書案のチェック」「常勤監査役は、自分で調書作成まで行うが、社外の場合にはスタッフが調書案の作成を行う」等であった。

解説
・多くは「5．往査調書案の作成」に該当する回答であった。

・「監査役スタッフの立場であるが、監査役の目線で被監査部門に往査時確認すべき事項などを監査役に提言している」という回答もあった。
・「監査役は内部監査部門が実施する定期内部監査に全て同行しており、その際、内部監査部門の実施する定期内部監査の実施状況を監査するとともに、各部門の役職者から報告聴取を同時に実施している」という内部監査部門の兼任スタッフの立場を活用している事例もあった。

考察

・監査役の目線で提言している事例は、スタッフ経験が長い場合（経験の長さだけではなく問題意識、研鑽によることもある）、スペシャリスト（専門職）として監査役スタッフが機能しているものと考える。監査役におかれては、監査役スタッフを「監査役監査のスペシャリスト」として指導・育成することも是非ご検討頂きたい。

設問35-1　「監査調書の作成」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％

	1．すべての監査に同行
	313
	31.2%
	223
	40.0%
	90
	20.2%

	2．一部の監査に同行
	444
	44.3%
	274
	49.1%
	170
	38.2%

	3．すべての監査調書案の作成
	257
	25.6%
	198
	35.5%
	59
	13.3%

	4．一部の監査調書案の作成
	376
	37.5%
	234
	41.9%
	142
	31.9%

	5．監査意見を含めた監査調書案の作成
	334
	33.3%
	256
	45.9%
	78
	17.5%

	6．監査意見を除く監査調書案の作成
	187
	18.6%
	126
	22.6%
	61
	13.7%

	7．その他
	51
	5.1%
	21
	3.8%
	30
	6.7%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


解説
・「1．すべての監査に同行」と「2．一部の監査に同行」を合計すると、監査役スタッフの約75％が監査に同行している。
・「3．すべての監査調書案の作成」と「4．一部の監査調書案の作成」を合計すると、監査役スタッフの60％以上が監査調書案を作成している。

・さらに「5．監査意見を含めた監査調書案の作成」では、監査役スタッフの33％が監査意見まで関与している。
・「監査調書の作成」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」P109、及び本年度の当研究会「監査調書のあり方」をご覧頂きたい。

※日本監査役協会HP（http://www.kansa.or.jp/）⇒「監査業務支援」⇒「電子図書館」⇒「本部スタッフ研究会」⇒「監査調書のあり方」
考察

・専任スタッフと兼任スタッフの差異は、時間的な制約によるスタッフ活用度の差異と考える。

・兼任スタッフでは、「1．すべての監査に同行」「2．一部の監査に同行」の合計で58.4%、「3．すべての監査調書案の作成」と「4．一部の監査調書案の作成」の合計で45.2％と、兼任スタッフの時間的な制約を考慮すれば、比較的関与度は高い（監査に同行すれば、監査調書を作成しているものと推察される）。

・監査役スタッフの60％以上が監査調書案の作成に関与していることから、さらに監査意見を含めた監査調書案の作成に監査役スタッフを活用して頂きたい。
・監査役及び監査役スタッフにおかれては、「監査調書」は監査役及び監査役会の意見形成の過程・理由を示す文書・記録であり、また監査役が十分な注意をもって監査を実施したことを立証する唯一の証跡であることに留意されたい。

設問35-2　設問35-1で「7．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
51名の回答があった。主な回答は「監査役の作成した監査調書を整理する」等であった。

解説
・多くは兼任スタッフの「監査調書の保管」に該当する回答であった。

・「すべての調査に監査調書を作成しているので、年間270程度の監査調書を作成している（専任）」という事例もあった。複数の監査役スタッフで分担しているものと思われるが、監査調書を監査の証跡として整備している事例である。

設問36-1　「子会社監査役との連係」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％

	1．会合（面談を含む）テーマ設定等の事前準備
	401
	40.0%
	301
	53.9%
	100
	22.5%

	2．各監査役とのスケジュール調整
	538
	53.6%
	382
	68.5%
	156
	35.1%

	3．会合に関わる資料作成（資料入手を含む）
	472
	47.1%
	344
	61.6%
	128
	28.8%

	4．会合時の対応（質問補助、記録等）
	464
	46.3%
	350
	62.7%
	114
	25.6%

	5．会合議事録の作成
	432
	43.1%
	325
	58.2%
	107
	24.0%

	6．その他
	82
	8.2%
	48
	8.6%
	34
	7.6%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


解説
・「子会社監査役との連係」について、回答全体では「2．各監査役とのスケジュール調整」が最も多く53.6%であるが、それを除き、全て50%を超えている項目がない。比較的関与度の低い業務である。
・専任スタッフと兼任スタッフを比較すると顕著な差異がある。専任スタッフでは「6．その他」を除き、全ての項目で50%を超えているが、兼任スタッフでは50％を超えている項目がない。
・「子会社監査役との連係」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」P82～P87をご参照されたい。
　　考察

・専任スタッフと兼任スタッフの差異は、時間的な制約によるスタッフ活用度、あるいは会社規模による子会社の有無によるものと考える。
・他の設問同様に「1．テーマ設定等の事前準備」について監査役スタッフの関与度が低いのは、「子会社監査役との連係（連絡会等）」が定例化されているため、あえて事前準備を要しないことも推察される。また「2．各監査役とのスケジュール調整」については関与度が高い。

・「代表取締役との会合」と比較すると、「4．会合時の対応（質問補助、記録等）」「5．会合議事録の作成」の関与度は高く、「子会社監査役との連係」にかかわる会合（連絡会等）には出席している傾向が高い。

設問36-2　設問36-1で「6．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
82名の回答があった。主な回答は「親会社の監査役が子会社の監査役を兼ねている」等であった。

解説

・多くは「親会社監査役による子会社監査役の兼任」に該当する回答であった。

・「子会社の監査役には、親会社の監査役スタッフが選任されている」という事例もあった。

・「常勤監査役が新任の子会社監査役に対して『監査役監査活動とスタッフ業務』を使って講義を行っている」という事例もあった。

　　考察

・「監査役スタッフが子会社の監査役を兼ねている」という事例は、監査役スタッフが自ら監査役監査を実践する機会である。監査役におかれては、あらゆる機会を通じて監査役スタッフの指導育成をご検討頂きたい。

設問37-1　「内部監査部門との連係」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％

	1．会合（面談を含む）テーマ設定等の事前準備
	388
	38.7%
	272
	48.7%
	116
	26.1%

	2．内部監査部門及び監査役とのスケジュール調整
	693
	69.1%
	457
	81.9%
	236
	53.0%

	3．会合に関わる資料作成（資料入手を含む）
	484
	48.3%
	328
	58.8%
	156
	35.1%

	4．会合時の対応（質問補助、記録等）
	552
	55.0%
	406
	72.8%
	146
	32.8%

	5．会合議事録の作成
	445
	44.4%
	320
	57.3%
	125
	28.1%

	6．内部監査部門の監査（往査）立会い（監査役同行・監査役代理を含む）
	287
	28.6%
	159
	28.5%
	128
	28.8%

	7．その他
	109
	10.9%
	29
	5.2%
	80
	18.0%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


解説
・「内部監査部門との連係」について、回答全体では「2．内部監査部門及び監査役とのスケジュール調整」が最も多く69.1%であるが、次に「4．会合時の対応（質問補助、記録等）」が55.0%で50%を超えている。
・専任スタッフと兼任スタッフを比較すると、「子会社監査役との連係」ほどの顕著な差異はない。

・「内部監査部門との連係」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」P87～P89をご参照されたい。
　　考察

・他の設問同様に「1．テーマ設定等の事前準備」について監査役スタッフの関与度が低いのは、「内部監査部門との連係（会合等）」も定例化されているため、あえて事前準備を要しないことも推察される。また「2．内部監査部門及び監査役とのスケジュール調整」については関与度が高い。

・「代表取締役との会合」と比較すると、「4．会合時の対応（質問補助、記録等）」「5．会合議事録の作成」の関与度は高く、「内部監査部門との連係」に関わる会合（連絡会等）には出席しているものと推察される。

設問37-2　設問37-1で「7．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
109名の回答があった。主な回答は「内部監査部門と監査役スタッフを兼務しており、常に連係がある」「監査役スタッフは内部監査部門を兼務している」等であった。

解説

・内部監査部門の兼任スタッフから多数の回答があった。監査役スタッフが内部監査部門との兼任であれば連係も図りやすいと考えるが、「内部監査部門なので、回答が難しい」「兼任のため回答不能」という回答もあった。

・「内部監査最終ミーティング（報告会）への監査役の出席と監査役コメントのフォローアップ」という積極的に兼任を利用した事例もあった。
・「互いに内部監査結果報告（マネジメント・レビュー）及び監査役監査報告書の内容を共有し、執行部門の経営品質・業務品質・リスク管理の向上を図っている」という回答もあった。

設問38-1　「会計監査人との連係」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％

	1．会合（面談を含む）テーマ設定等の事前準備
	349
	34.8%
	258
	46.2%
	91
	20.4%

	2．会計監査人及び監査役とのスケジュール調整
	686
	68.4%
	458
	82.1%
	228
	51.2%

	3．会合等に関わる資料作成（資料入手を含む）
	441
	44.0%
	308
	55.2%
	133
	29.9%

	4．会合時の対応（質問補助、記録等）
	594
	59.2%
	407
	72.9%
	187
	42.0%

	5．会合議事録の作成
	544
	54.2%
	391
	70.1%
	153
	34.4%

	6．会計監査人の監査（往査）立会い（監査役同行・監査役代理を含む）
	460
	45.9%
	316
	56.6%
	144
	32.4%

	7．その他
	34
	3.4%
	13
	2.3%
	21
	4.7%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


解説
・「会計監査人との連係」について、回答全体では「2．会計監査人及び監査役とのスケジュール調整」が最も多く68.4%であるが、次に「4．会合時の対応（質問補助、記録等）」が59.2%、3番目に「5．会合議事録の作成」が54.2%で50%を超えている。
・専任スタッフと兼任スタッフを比較すると、「子会社監査役との連係」ほどの顕著な差異はない。

・「会計監査人との連係」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」P91～P93をご参照されたい。
考察

・他の設問同様に「1．テーマ設定等の事前準備」について監査役スタッフの関与度が低いのは、「会計監査人との連係（会合等）」も定例化されているため、あえて事前準備を要しないことも推察される。また「2．会計監査人及び監査役とのスケジュール調整」については関与度が高い。この設問に限らず、全般を通して、監査役スタッフの活用が「スケジュール調整」に留まっていないか、懸念される。

・「内部監査部門との連係」と比較すると、「5．会合議事録の作成」「6．会計監査人の監査（往査）立会い（監査役同行・監査役代理を含む）」の関与度は高い。監査役は会社計算規則127条により会計監査人の監査の方法及び結果の相当性を判断（監査報告を作成し意見表明）しなければならず、監査役スタッフはその対応として監査証跡の整備等に関与しているものと推察される。
設問38-2　設問38-1で「7．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
34名の回答があった。主な回答は「必要に応じて、会計監査人の報告などに同席」「会計監査人の監査計画、監査報告の聴取時に同席」等であった。

解説
・多くは「会計監査人の報告聴取に同席」に該当する回答であった。

・会計監査人と連係を密にしている例としては、「連結子会社の懸案事項、質疑応答による問題点を整理し、解消するまでの管理を行っている」「担当しているマネージャークラスの会計士とは常に緊密に連係している」という事例もあった。

設問39-1　「各監査役の監査報告の作成」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％

	1．法改正の有無、監査証跡の整備等の事前準備
	558
	57.9%
	385
	72.6%
	173
	39.9%

	2．各監査役とのスケジュール調整
	588
	61.0%
	381
	71.9%
	207
	47.7%

	3．各監査役意見の確認（意見付記を含む）
	488
	50.6%
	338
	63.8%
	150
	34.6%

	4．後発事象の確認
	424
	44.0%
	293
	55.3%
	131
	30.2%

	5．各監査役の監査報告案の作成
	573
	59.4%
	390
	73.6%
	183
	42.2%

	6．その他
	35
	3.6%
	11
	2.1%
	24
	5.5%

	
	964
	―
	530
	―
	434
	―


解説
・委員会設置会社では、各監査委員の監査報告は作成しないため、「未回答」である。全回答数1,003から監査委員スタッフ回答者39を差し引いた964が回答総数となる。

・「各監査役の監査報告の作成」について、回答全体では「2．各監査役とのスケジュール調整」が最も多く61.0%であるが、次に「5．各監査役の監査報告案の作成」が59.4%、3番目に「1．法改正の有無、監査証跡の整備等の事前準備」が57.9%である。「4．後発事象の確認」及び「6．その他」を除き、全て50%を超えている。比較的関与度の高い業務である。

・専任スタッフと兼任スタッフを比較すると、「1．法改正の有無、監査証跡の整備等の事前準備」に顕著な差異がある。

・「各監査役の監査報告の作成」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」P139～P143をご参照されたい。
考察
・監査役自ら、監査報告を作成していることも推察される。
・「4．後発事象の確認」について監査役スタッフの関与度が低いのは、後発事象の発生頻度によるものだけではなく、会計監査人から特段の報告や意見がないため、確認を行っていないか、あるいは後発事象に対する理解が不十分であることも推察される。監査役の監査報告に記載すべき後発事象は、会社計算規則127条3号より計算関係書類に関するものに限られるが（ただし、会計監査人の監査報告書の内容となっているものを除く）記載すべき事項があれば具体的に記載しなければならない。監査役及び監査役スタッフにおかれては、今一度「後発事象の確認」の手続監査について、監査プログラムに織り込まれているかご確認頂きたい。

・その他、特に不祥事、重大事故等にも注意を払い、その記載の必要性、内容について、監査役と監査役スタッフとで協議され進められるようご検討頂きたい。

・一般的に各監査役の「監査報告」は、監査役協会のひな型等に準じて作成されていることが推察される。ただ準じるだけでなく、法定記載事項を押えながら、各監査役の意見を確認し、各監査役の監査の方法と結果を記載した監査報告が作成されることを期待する。
設問39-2　設問39-1で「6．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
35名の回答があった。主な回答は「当社は監査役のポリシーで調書や監査報告を監査役自ら作成することを重視している」等であった。

解説
・多くは「監査報告は、監査役自ら作成している」に該当する回答であった。

　　考察

・各監査役の監査報告には、監査役それぞれに考えがあり、場合によっては意見付記があって当然である。監査役スタッフにおかれては、各監査役の意向を踏まえた監査報告案が提示できるよう日頃より各監査役と意見交換を重ねて頂きたい。
設問40-1　「監査役会の監査報告の作成」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％

	1．監査役会の活動実績等の事前準備
	621
	61.9%
	452
	81.0%
	169
	38.0%

	2．各監査役の監査報告の確認
	589
	58.7%
	409
	73.3%
	180
	40.4%

	3．各監査役意見の確認（意見付記を含む）
	521
	51.9%
	366
	65.6%
	155
	34.8%

	4．後発事象の確認
	451
	45.0%
	315
	56.5%
	136
	30.6%

	5．監査役会の監査報告案の作成
	647
	64.5%
	439
	78.7%
	208
	46.7%

	6．取締役及び会計監査人に送付
	548
	54.6%
	376
	67.4%
	172
	38.7%

	7．その他
	40
	4.0%
	17
	3.0%
	23
	5.2%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


解説
・「監査役会の監査報告の作成」について、回答全体では「5．監査役会の監査報告案の作成」が最も多く64.5%であるが、次に「1．監査役会の活動実績等の事前準備」が61.9%、3番目に「2．各監査役の監査報告の確認」が58.7%である。「4．後発事象の確認」及び「7．その他」を除き、全て50%を超えている。比較的関与度の高い業務である。

・設問39-1「各監査役の監査報告の作成」よりも監査役スタッフの関与度は高い。

・専任スタッフと兼任スタッフを比較すると、全般的にも差異はあるが、特に「1．監査役会の活動実績等の事前準備」に顕著な差異がある。

・設問39-1と同じく、「4．後発事象の確認」について監査役スタッフの関与度は低い。

・「監査役会の監査報告の作成」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」P144～P151をご参照されたい。
考察
・「各監査役の監査報告」は各監査役が自ら作成しても、「監査役会の監査報告」は監査役スタッフが作成に関与していることが推察される。

・各監査役の監査報告と同様、一般的に監査役会の「監査報告」は、監査役協会のひな型等に準じて作成されていることが多いものと推察される。ただ準じるだけでなく、法定記載事項を押さえながら、各監査役の意見を確認し、各社固有の監査方針・監査計画に則った監査の方法と結果を記載した各社独自の監査報告が作成されることを期待する。
設問40-2　設問40-1で「7．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
40名の回答があった。主な回答は「監査役会から指示があった業務を行っている」「特段決まった業務はなく監査役のサポート全般」等であった。

解説
・多くは「監査役（常勤、監査役議長）の指示に基づく、サポート全般」に該当する回答であった。

・「監査報告は、決議後直ちに代表執行役社長に監査委員全員で面談にて提出している」という事例もあった。
設問41-1　「株主総会対応」について、監査役スタッフとして、行っている項目は何ですか。（複数回答可）
	項　　　　目
	全体
	専任
	兼任

	
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％
	回答(人数)
	％

	1．株主総会招集手続き、発送に係る適法性の確認
	520
	51.8%
	361
	64.7%
	159
	35.7%

	2．株主総会前の法定備置書類等の確認
	477
	47.6%
	322
	57.7%
	155
	34.8%

	3．株主総会議案及び提出書類等の確認
	605
	60.3%
	412
	73.8%
	193
	43.4%

	4．監査役選任議案に関する適格性等の確認
	471
	47.0%
	322
	57.7%
	149
	33.5%

	5．株主総会想定問答案の作成
	534
	53.2%
	374
	67.0%
	160
	36.0%

	6．株主総会議事録の確認
	407
	40.6%
	271
	48.6%
	136
	30.6%

	7．決算公告、商業登記等の実施状況の確認
	378
	37.7%
	251
	45.0%
	127
	28.5%

	8．その他
	34
	3.4%
	16
	2.9%
	18
	4.0%

	
	1,003
	―
	558
	―
	445
	―


解説
・「株主総会対応」について、回答全体では「3．株主総会議案及び提出書類等の確認」が最も多く60.3%であるが、次に「5．株主総会想定問答案の作成」が53.2%、3番目に「1．株主総会招集手続き、発送に係る適法性の確認」が51.8%で50%を超えている。

・株主総会後の「6．株主総会議事録の確認」「7．決算公告、商業登記等の実施状況の確認」では40%前後になる。

・「株主総会対応」の具体的な業務内容は、「監査役監査活動とスタッフ業務」P157～P168をご参照されたい。
考察
・株主総会後の「6．株主総会議事録の確認」「7．決算公告、商業登記等の実施状況の確認」の関与度は低いが、監査役及び監査役スタッフに、監査の対象であるという認識がやや希薄ではないかと懸念される。

・株主総会終了後の手続監査も、怠りなく実施しなければならない。手続きに瑕疵があってはならず、この手続監査を実施して、はじめて株主総会対応が終了すると認識しなければならない。手続きの瑕疵は、四半期での報告事項となり得るので留意されたい。監査役及び監査役スタッフにおかれては、今一度「株主総会終了後の手続監査」まで着実に実施されているか、ご確認頂きたい。
設問41-2　設問41-1で「8．その他」を選択された方は、その内容を50字以内でご入力ください。
34名の回答があった。主な回答は「株主総会当日の全監査役の日程、時間調整及び確認」等であった。

解説
・「日本監査役協会で公開している監査調書のひな型（＝監査業務支援ツール：株主総会日程の適法性監査調書）を基に確認を行っている。」という事例もあった。なお、監査業務支援ツールは、日本監査役協会HPの「監査業務支援ツール」に、各社で実際使用されているツール（約120アイテム）を掲載している。

※日本監査役協会HP（http://www.kansa.or.jp/）⇒「監査業務支援」⇒「電子図書館」⇒「本部スタッフ研究会」⇒「監査業務支援ツール」

『監査役監査活動とスタッフ業務』についてのご意見（設問42-1～42-2）
設問42-1　昨年、本部監査役スタッフ研究会が作成し公表した『監査役監査活動とスタッフ業務』はご覧になりましたか。
	選　　択　　肢
	全体

	
	回　答
（人数）
	％

	1．ほぼ読んだ
	195
	19.4%

	2．一部読んだ
	472
	47.1%

	3．読んでいない
	336
	33.5%

	合　　　　計
	1,003
	100.0%


設問42-2　『監査役監査活動とスタッフ業務』について、率直な感想、または疑問を感じた事項についてお聞かせください。（150字以内でご入力ください。）
601名の回答があった。主な記載内容は、解説以下に記す。

解説
記載内容をまとめると以下のように総括される。
（1）会社の実態に応じたマニュアルに対する意見等
（2）内部統制システムの記載内容に対する意見等
（3）その他（記載内容の量・レベル、記載方法等）
主な記載内容（原文どおり）
（1）会社の実態に応じたマニュアルに対する意見等
①会社規模・形態
	監査役業務とそれに伴うスタッフ業務が整理されており参考になる。また、何をすればいいかが具体的に書かれており実用的だが、一部上場企業を対象にしているため当社規模には求められる以上の内容が多く感じる。ここまできちんと対応できている会社があるのだろうか。

	当社のように、監査役会非設置会社、非上場の場合に置き換えて考えるのが難しいので、それに配慮した資料にしてほしい。

	会社の規模に違いはあるが、書かれているスタッフ業務は何人で行うのが適切なのか疑問です。

	当社規模の会社業務とは、実務としてズレがあるように感じる。


②実態その他
	監査スタッフの体制が充実し、スタッフが十分に機能している会社が作成したベストプラクティスのような気がしました。もちろん、すべてできれば素晴らしいと思いますし努力したいと思いますが、スタッフの置かれた立場や認知度も会社によって違いますので、難しい面も多々あると思います。

	具体的なスタッフ業務が記載されているため、業務がイメージしやすく参考になる。その一方、当社の場合スタッフが少なく、また、兼任スタッフであるため、このような充実したスタッフ業務を行うことが難しく、どこまでスタッフ業務に時間を割くべきか悩むことがある。

	このマニュアルの業務は盛りだくさんで、本当にこれをやるには1人の力では困難と感じました。また内容的に監査役と同じ会議などに出席が必要であり、これを許可する会社があるだろうかと思いました。

	スタッフ業務としてしなければならないこと、法的根拠等がわかりやすく、活用している。監査役監査実施要領との整合性を取ってほしい。グループ社用に中小企業用に再編してほしい。

	本書のスタッフ業務は、ほぼ全ての業務を網羅しており相当な負荷となる。実務では自社の状況にあわせて、必要性を考慮した効率的な業務遂行を要す。

	非常に良くできているが、多くの監査役スタッフはここまでできないであろう。どこまでやるかは自分で判断すべきと言うことか。


（2）内部統制システムの記載内容に対する意見等
	全体構成はよく纏めてあるが、文章の一部推敲不足や監査項目のうち内部統制システムの整備状況に対する監査活動・スタッフ業務等の記述内容の稚拙さは問題。第2章「監査役の権限・義務と監査役活動」は表記ミスに始まり、読み手を意識せず、オーバービューから理解せよとの目線の高さが気懸かりである。一昨年の成果物を織り込み、解かり易くする工夫があってよい。

	もう少しブラッシュアップが必要。特に、内部統制システム監査の内容が薄いように感じられる。


⇒　本年度、当研究会ではアンケート調査以外に、「内部統制システム」に焦点をあて、報告を取りまとめている。具体的には「会社法内部統制システムに係る監査役監査活動の概要」をご覧頂きたい。
※日本監査役協会HP（http://www.kansa.or.jp/）⇒「監査業務支援」⇒「電子図書館」⇒「本部スタッフ研究会」⇒「会社法内部統制システムに係る監査役監査活動の概要」

その他、「非公開会社」に焦点をあて、報告を取りまとめている。具体的には「大会社・公開会社以外の機関設計における監査役監査活動 － 上場会社の子会社の事例を中心として －」をご覧頂きたい。
※日本監査役協会HP（http://www.kansa.or.jp/）⇒「監査業務支援」⇒「電子図書館」⇒「本部スタッフ研究会」⇒「大会社・公開会社以外の機関設計における監査役監査活動 － 上場会社の子会社の事例を中心として －」
（3）その他（記載内容の量・レベル、記載方法等）
①記載内容（量・レベル等）
　　　　 量・レベルについて
	記載内容が多すぎる。調べたい時に使うが、読もうとは思わない。是非、本部スタッフ研究会には、軽量化を検討して頂きたい。そのうえで説明して頂きたい。昨年の全国会議のような総花的な説明ではなく、テーマ別に丁寧に説明して頂きたい。

	ボリュームがあり、全て読破するのは厳しいので、ポイント集など総括的な簡易版があれば、より良くなると思う。

	全般的に分量が多い。初心者向けとなっているが、専門に拘りすぎて初心者には難解な部分が多い。


検索性について
	ある程度ボリュームがありますが、検索性に若干欠けると思います。贅沢ですが初任者向けのダイジェスト版と、辞書的に使えるフルスペック版の両者があるとより有効に活用できると思います。

	普通は全部は読まないと思う。大部に過ぎる。検索性を挙げるため、索引を設けるとよい。

	WEB版は検索しやすくてよい｡


②記載内容（事例の充実）
	監査役スタッフ業務を行う上でのマニュアルとして活用させていただきました。具体的な事例を増やして頂くとよりよいものになるかと思います。

	実務への応用の仕方（選択）にとまどう。ナゼ行う必要があるのか。具体的事例による解説の充実がほしい。


③記載内容（その他）
委員会設置会社について
	監査役に関する制度やスタッフ業務について、体系的にまとめてあり、新任スタッフは勿論、中堅スタッフにとって非常に役立つ内容だと感じる。できることなれば、同内容の「監査委員会」版の作成を希望する。スタッフ業務として、監査役スタッフと監査委員スタッフでは監査方法等具体的な面で異なる面も多く、参考としつつも自前で別途作成が必要となっている。

	監査役・監査役会と監査委員・監査委員会は重なる部分は多々あるが違うものもまた少なからず。是非委員会版を別途作成していただきたい。

	委員会設置会社の委員会規程のひな形の作成をお願いしたい｡


記載方法について
	よくまとまっており、各項目についてわかりやすく書かれていたと思う。スタッフ業務の必要性、重要性等にもう少し踏み込んで書いてもらえれば、そのまま引継書としてある程度活用できるかと思う。

	詳細に書かれており大変ありがたい。ここまでの大量の業務に実際対応できるかは疑問です。各社違うとは思うが、一般的な観点から業務の重要度順に優先順位を記載してもらうとありがたい。

	大変な労作であり、当社のスタッフ実務マニュアル改訂の参考にしています。ただし、文章がやや冗長な印象があります。極力箇条書きにするようにしたほうが、読み手側は助かります。

	詳細にわたり説明があり作成者の熱意・思いが感じられます。解説・資料が膨大なので、ポイント・解説・資料の部分に分けられた方が読みやすく、理解しやすいと思います。

	体系的にまとめられており未経験者にとっても役立つものとは思うが、手順等の記載については、やや詳細にすぎるように感じられた。


業務支援ツール
	年間の実務スケジュールに沿った形で編集されていて参考になる。現職1年目の昨年の9月の自分のレベルでは理解できなかったことが、経験をつむに従い理解のできる部分が多くなってきている。今後は、各社の協力が必要なことではあるが、各種ツールの更なる充実を期待したい。

	とても役立つが、社名を伏せて監査計画のサンプルを見せて欲しい。

	支援ツール等と同じくスタッフ業務を行う上で非常に役立つ。


メンテナンス
	良くまとめたと思います。ただ、ボリュームが多すぎるので目を通す、というよりも辞書的に利用させていただいております。あと、このての成果物は作成も大変ですが、メンテナンスはもっと大変なので、どなたがやられるのかは気になるところです。

	従来のものと比べ、内容が数段充実した。今後、定期的な見直しも必要。


その他（キャリアパス）
	実務に即した労作である。各々の業務に根拠法令の条文を示しつつ、具体的に述べてあり、ぜひ今後参考にさせていただきたい。P10の下から3行目の「（監査役スタッフの）キャリアパスとしての位置付けの重要性について、会社の人事部門がほとんど理解していないことが実情では」に共感を覚える。


⇒　本年度、当研究会ではアンケート調査以外に、「『監査役監査活動とスタッフ業務』の実践における課題」をテーマに活動している。次年度以降も、本書のブラッシュアップと活用をテーマの一つとして取り組んでいきたい。
なお、この場で、回答できるものは回答する。
⇒　「検索性」は、以下の方法で検索することを薦める。日本監査役協会HP（http://www.kansa.or.jp/）⇒「監査業務支援」⇒「電子図書館」⇒「本部スタッフ研究会」⇒「監査役監査活動とスタッフ業務」⇒「監査役監査活動とスタッフ業務　補足報告書オーバービュー（HTML）」
⇒　「監査計画」のサンプルは、以下の方法で閲覧、入手できる。上記同様、「本部スタッフ 研究会」⇒「監査業務支援ツール」に、実際使用われている「監査計画」（社名等は伏せている）が掲載されている。その他、各社で実際使用されているツール（約120アイテム）を掲載している。
⇒　「キャリアパス」については、第1部で述べさせて頂いた。
監査役スタッフ業務全般についてのご意見（設問43～45）
設問43　監査役スタッフとして監査役監査の品質向上のために、取り組んでいることは何ですか。またその理由は何故ですか。（150字以内でご入力ください。）
703名の回答があった。主な記載内容は、解説以下に記す。

　　解説
記載内容をまとめると以下のように総括される。
取り組み内容
（1）法令、会計等一般情報、他社事例等収集、研鑽
（2）社内情報収集、交流
（3）監査役への情報提供、コミュニケーション
（4）マニュアル整備
（5）スケジュール等業務の見える化
（6）監査調書、記録作成
（7）その他
（1）（2）（3）が主要事項。自身の知識・能力向上、社内の情報収集、監査役との信頼関係の醸成に努めている。スタッフ業務での工夫として（4）（5）（6）他に取り組んでいる。
スタッフの重要な役割として、社内の情報収集に努めている。特に監査役への貢献、信頼関係構築のためにコミュニケーションを重要視している。またマニュアル整備、スケジュール化、調書等の作成等の「見える化」に取り組んでいる。
その他、「監査役の確認事項を執行側に伝えるにあたり、質問に至った経緯、目的を明確にし回答する側の正確な意図を引き出すような対応」「事前質問書を準備、監査役往査の指摘事項については、フォローする」「社外監査役には課題・問題について弊社独自のバックグラウンドを出来るだけご理解いただく、常勤監査役には課題・問題にできるだけ深く入り込めるようにする」という注目に値する工夫もあった。

考察

多くの監査役スタッフが自己研鑽と監査役への有益な情報提供を目的に法令、会計情報の収集、提供に取り組む、積極的な姿勢が感じられた。
主な記載内容（原文どおり）
（1）法令、会計等一般情報、他社事例等収集、研鑽
	監査役と知識レベルや問題意識をできる限り共有するよう心がけている。当然ではあるが、監査役の質問や問題提起の内容について、自身で十分理解したうえで担当部門に投げかけてヒアリング等を行い、回答を監査役の求める精度に近づけるよう努力している。

	内部監査の品質向上のために、自己学習などを実施している。この延長線にて、監査役監査の品質向上にもつながると考えている。監査役監査の品質向上に個別に取り組んでいないのは、そこまで時間的余裕がないため。

	他社の監査役スタッフと交流を深め、監査の品質向上に繋がりそうな事例は、積極的に理解し、監査役に説明し、実施検討を促している。ややもすると、これまでの監査方法で良しとする空気が感じられるから。

	関係法令の理解。会社がらみの事件・事故の情報に敏感であること。監査役協会から発信される情報を逐一チェックすること。監査役に、品質の良いサポートをすることができるようになるため。

	執行部門との連携強化、法令等改正動向調査などを通じた情報収集に努めるとともに自社として対処もしくは考慮すべき要点をまとめたうえで監査役に報告し、指示を受けるように心掛けている｡

	常勤監査役に、スタッフが研修会やセミナーで学んだことをまとめたレポートを提出し、監査品質の向上に役立ててもらっている。


（2）社内情報収集、交流
	①監査役の指示・要望事項に対しては迅速に対応する（次の指示に対応できるようにする）②関係法令に対する理解を深める（法令根拠を明確にする）③世間の動向に対してアンテナを高くする（株主の視点を持つ）④社内関係者から情報入手の機会を持つ（一般従業員の視点を持つ）⑤前広に構える（直近になって慌てないために）

	監査役とのコミュニケーションを円滑にすべく、室の親睦会等への参加等を呼びかけ。また執行側社員との交流機会も設け、自然な情報収集の機会を作っている。加えて、監査役に関する報道、他社の不祥事等の情報を収集、都度監査役へ伝達し、当社で類似事案が発生した際の対応策等を検討するなど、勉強の機会を設けている。

	部課長クラスで開催する全社的な会議、社外の各種研修会や講演会、監査役スタッフ実務部会等への参加、および他社監査役スタッフとの個別交流。自社の状況や社会環境に関する情報を地道に多面的に収集するとともに実務テーマに関する知見を滋養し、また他社の当該業務の長所を学習するため。

	定型チェックリストによる監査以外に、被監査部門との意見交流会を開催し、異常の兆候の早期発見に努めている。

	子会社が多いので、子会社役員との面談が多くできるようにアレンジしています。また、法務部に所属しているので、法的な面でのサポートに力を入れております。


（3）監査役への情報提供、コミュニケーション
	関係会社・各部門の聴取や往査にあたり、事前に資料を各監査役へ配付し勉強して頂く時間を確保するようにしている。また、新任の監査役（特に社外監査役）がいる場合、被監査部門へ簡単に各社、各部門の業務内容を理解して頂くために、取扱製品の説明を含めプレゼンを依頼している。また、工場や、関係会社等の視察を計画している。

	社員はいろんな意味でプレッシャーを受け仕事をしているが故、不正に極めて近い作業を行っている場合が有ります。その作業が不正又は不正に向かっていると思われた時、監査役に助言・進言し作業の改善を計ってもらう事を重要視しています。

	監査役としての立場におけるモノの見方・判断を念頭に、日々の業務にあたり常に自己研鑽を図り、スキルアップに務めている。また監査役との連係を密にし、監査役の意見・考え方等を常に参考としている。これは監査の質・監査レベルを上げるためである。

	監査委員が何を必要とするのか常に先取りし、提案を行うよう取り組んでいる。そのうえで、年間の業務を定例的に消化するだけでなく、毎年、監査委員に興味・疑問をもってもらえるような議案の提案や資料の作成を行うよう心がけている。

	1．監査役と毎週水曜日の朝、情報交換のためのミーティングを行っている。2．監査役監査の実施がより効率的に行えるよう、必要データの入手、チェックのために資料作成に経理部と情報システム部の応援を取り付けている。

	会社全般の業務についてできるだけ精通し、監査役に対して常にコミュニケーションを図り、時には意見具申を行い、監査役が的確に判断してもらえる職場環境づくり。


（4）マニュアル整備
	あらゆる事象を記憶しておく程専門的な職種ではないので、2～3年でスタッフが置き換わることを念頭に、監査役とスタッフのみで共有する文書データベースを常にメンテナンスし、過去資料及び一般資料の閲覧性向上を図っております。

	監査役スタッフの地位を確立するため、監査役業務内容を踏まえた、監査役スタッフの業務をもっと具体的な行動内容におとしこんだマニュアルの作成をしていきたい。その結果、監査役監査の品質は向上すると考える。


（5）スケジュール等業務の見える化
	「業務の見える化」監査計画立案から監査報告作成までのシナリオ～プロセス設定

	「結果を測れる業務」監査役監査の充実・強化を推進、これらを実践し、プロフェッショナルとして仕事を積重ね資質を向上させていくこと。その理由は、『監査役に対しても単刀直入に意見具申する』ことが監査役スタッフの醍醐味であり、監査役のパートナーとしての誇りであること。

	記録、証跡等の系統立てたファイリング、重要会議日程、子会社往査日程等の重要事項の年間日程を1枚の線表にまとめている


（6）監査調書、記録作成
	効率化を考慮したスケジュール等を立案している。

	事業所の監査を通じて、様々なリスクを分析している。


（7）その他
	常に新しい情報を入手すること。そのためには、積極的に講習会に参加したり、インターネットから情報を検索している。公正な判断を心がけること。過去の経験からこの位のことは大丈夫と判断しがちだが、善悪を原点に立って判断し、過去許されていたものの再度検証を行う。

	①監査役往査では、事前質問書を準備。②往査に同行した場合には、必ず往査記録を作成する。③往査記録案を作成後、被監査部門長に記録内容の確認依頼をして了解後に、正式な往査記録としている。④監査役往査の指摘事項については、フォローする。

	都度、各部の規定や通達等をチェックすることで、スタッフとしてのレベル向上に努めています。また、営業店往査においては、当該店の実態把握に努めるなど、補佐役としての事前準備を怠らないように心掛けています。

	法制度・会計基準等改正の理解に努め、監査役監査に関わる箇所については公認会計士等専門家や業務担当者へ相談のうえ、監査役監査への具体的レベルでの反映することで、今後の監査役監査の品質向上につなげている

	基本的なことで、裏付調査を怠らないようにしている。監査役が客観的かつ公平な目で監査が行えるよう、一方の情報のみを収集するのではなく、その裏付となる情報も入手し、提供するように心がけている。

	社外監査委員には課題・問題について弊社独自のバックグラウンドを出来るだけご理解いただく、社内監査委員には課題・問題にできるだけ深く入り込めるようにお手伝いをする。

	内部監査の監査項目や監査時期と調整をし、被監査部署の負担を軽減する。ヒアリング対象者が話をしやすい環境を作るために、事務局の人数や場所、時間を考慮する。

	昨年まで一部監査にメモ程度の記録は残していても、監査調書が作成されていなかった。今年から全ての監査に所定様式の調書を作成することにしている。

	内部統制監査・業務監査を通して発覚した問題点・改善点等を、監査役に報告し、監査役監査の資料の一部として利用してもらう様にしている。

	現場から吸い上げた情報の伝達ソフトウェア開発等を行っており、業務に関するリスクを早期検出するには現場に近くあるべきと考えるから

	監査役の確認事項を執行側に伝えるにあたり，質問に至った経緯，目的を明確にし回答する側の正確な意図を引き出すような対応

	IT（関連ツール等含む）を活用した業務の効率化（理由）社内外に拘らず、情報収集範囲の拡大新しい監査手法の習得

	業務監査において、各部門の業務の進歩・改善を働きかけること。業務監査が、それを成す絶好の機会と考えているため

	国内だけでなく目が届きにくい海外グループ会社の業績診断やリスク管理体制の強化に注力している。

	法的、形式的な業務と、自社にとって必要な監査業務の区分を認識し、有効な監査を実施する。


設問44　監査役スタッフとして「業務の見える化」に、取り組んでいることはありますか。またその理由は何故ですか。（150字以内でご入力ください。）
638名の回答があった。主な記載内容は、解説以下に記す。

　　解説
記載内容をまとめると以下のように総括される。
取り組み内容
（1）業務マニュアル、引継書の整備
（2）監査調書、記録作成、保存
（3）共用データベース活用
（4）社内ホームページ等を活用した社内への情報発信、開示
（5）その他業務改善
積極的な業務改善意識による取組み、業務の属人化を改善、標準化、一定期間で異動を想定した引継書の整備等監査役スタッフ部門の少人数制、業務範囲の広さ、定年退職予定者が比較的多い等特有の事情も窺える。
監査役スタッフの認知度向上のため、積極的に社内に情報を開示する姿勢が見られる。特に社外監査役を意識し、より理解して頂くための工夫が見られる。またアクションプランの進捗管理、タスク管理等、積極的に業務品質の向上を目指す事例もあった。
主な記載内容（原文どおり）
（1）業務マニュアル、引継書の整備
	「監査役監査実施要領」からブレークダウンした、「スタッフ業務実施要領」の整備。だれが監査役スタッフになっても、均質な業務を監査役に提供できる体制を整えたいから。

	取組み：具体的な業務引き継ぎ書の作成とそのメンテナンスを心掛けている。理由：いつローテーションがあっても業務の質を落とさず業務が引き継ぐようにしたいため。

	有事対応の手順をとりまとめ、関係者と共有する。；e.g. 株主代表訴訟、後発事象の検討（法令等を外すことなくスムーズな対応を準備しておく）

	業務の流れをマニュアル化するとともに、分かりやすいファイリングに努めている。これは、業務の引き継ぎをスムーズにするためである。

	マニュアル改正、帳票類の統一、PC業務の内容把握などにより、各支店、子会社の業務の効率化と仕事量の標準化を目指す。

	会計監査の監査方法を共有化するため、マニュアル整備により見える化に取り組んでいる。

	内部の点検リストの作成を計画中｡


（2）監査調書、記録作成、保存
	業務の見える化は、あまり意識していないが、監査報告の文章、会社法の条文、監査活動及び監査証跡を対応させた表を作って、必要な監査証跡を収集して、監査報告を作成する際の基礎資料ファイルとしているが、この業務が本件に該当するかもしれません。監査役にとって、監査報告の文言と証跡が対比して確認できるため自信を持って監査報告を書くことができる、と思います。

	1．取組事例（1）会議などへの出席の際、報告メモを作成し、監査役会で報告する。2．理由（1）監査役の善管注意義務を果たしていることの証拠とする。（2）社外監査役との情報共有｡

	スタッフとしても監査調書を作成し、監査役だけでなく被監査部門及び関連部門へ送付している。

	とにかく記録に残すことを心掛けている。いずれ後任者などの他者に見えるから。

	特に意識してないが、スタッフ活動については、資料・記録は残す様にしている｡


（3）共用データベース活用
	DBを活用し、年次サイクルの項目毎に目的、成果物、手順、留意点等をさまざまな切り口（キーワード）から、調べられるようインデックスをはり、また、事実記録を体系化してデータ管理し、いつでも取り出せるよう工夫している。理由；業務のミエル化による引継ぎ業務の軽減、業務標準化推進、監査役のデータ活用の利便性向上。

	監査役スタッフに係る内規等の整備、社内共有サーバーを活用した文書作成と保存（常勤等監査役との情報共有促進、後任者への円滑な引継ぎ）なお監査役スタッフが取り扱う情報は関係者外秘も少なくないため、監査役以外の第三者への「見える化」については慎重であるべきとしている。

	共有データベースに固定したフォルダ体系を維持しファイル名称ルールを保つことで、年次毎のルーテ―ン業務の結果を蓄積し業務プロセスの進行具合を文書ファイル名から判断出来るように変更致しました。

	業務用パソコンの共通フォルダを活用し、監査調書・報告書をはじめ、業務日誌、来訪・面談記録等　そのまま記録、引継書類として活用可能な状態を維持している｡

	些細なことでもメモを作成してデータ保存する、もしくは資料を入手してファイリングするなど、証跡をできるかぎり残すように心掛けている｡


（4）社内ホームページ等を活用した社内への情報発信、開示
	監査役実施監査の報告書を監査役会、被監査部門の他、関係各スタッフ部門長へ写しを配布している。同様の指摘事項が当該被監査部門以外で発生する可能性があり、同対応を容易（または未然に防ぐ）にするため。

	監査計画を社内掲示板に掲載し、社内へ監査活動の周知をしている。


（5）その他業務改善
	「業務の見える化」は今後の課題と思う。現在はスタッフの個人プレー中心に監査を実施しており、チームとしての活動になっていない。固定化してしまうのは問題であるが、一定の標準化を図ることで業務レベルを向上させることが必要と思う。次のメンバーへの引継ぎもしやすくなる。監事監査の認知を高めるためにも「業務の見える化」は必要である。

	①自社独自の監査役スタッフ標準を作成し、やるべき業務をすべて見える化している ②①の細かいタスク単位に実際に費やした時間を記録し、次年度以降 前年度対比での生産性向上の度合いをチェックしている ③標準に記載の無い”飛び込みタスク（非定型業務）”を別途管理し、次年度以降 必要に応じ定型業務に組み込んでいる｡

	スタッフの異動により業務品質を低下させないためにも属人ベースの手法から汎用的な手法にしておく必要があるため、見える化を意識している｡

	監査計画に基づく監査項目すべてを5W1Hでマニュアル（文書）化している・（理由）誰でも主体的にできるスタッフ業務を目標としているため｡


設問45　その他、ご意見、ご感想等があれば、忌憚無くお聞かせください。（150字以内でご入力ください。）
438名の回答があった。主な記載内容は、解説以下に記す。

　　解説
記載内容をまとめると以下のように総括される。

（1）監査役スタッフと監査役との関係
（2）監査役スタッフのあり方、立場、心構え等に関するもの
（3）監査役スタッフの実態、実務に関するもの
（4）アンケートへの意見、要望
（5）協会への意見、要望
監査役との関係、監査役スタッフの立場、あり方等について積極的な意見がある一方、悩み、模索等がある。たとえば、監査役スタッフの業務特性は奥深い、重要性は高いが認知度が低い、位置付けが曖昧等である。
監査役スタッフの意識の高まりは、自己研鑽、監査役との意思疎通、社外監査役への対応・配慮等、随所に伝わってくる。

一方では、業務を進めるうえで各種の阻害要因を抱えている実態が垣間見られる。具体的には、監査役スタッフの認知度の低さ、組織上の不明確さ、独立性確保の困難さ、業務範囲の不明確さ、要因体制やキャリアパス、監査役に左右される業務遂行等が挙げられている。特に、比較的規模が小さい会社の監査役スタッフの悩みが伝わってくる。

主な記載内容（原文どおり）
（1）監査役スタッフと監査役との関係
	昨今の企業不祥事等を考えると、社内における独立した立場の監査役及び監査役スタッフが担う役割は、益々重要性を持つものと思われる。監査役スタッフとしての役割を認識し、果たすべき責任を全うするためにも常に向上心を持ち、監査役との更なる連係のものと、業務に取り組みたい。

	監査役スタッフ業務を遂行する上で、監査役との意思疎通が一番大事だと思います。私は、常勤監査役と朝一と昼一の定例以外にも、報告事項や疑問や気づき事項等がある場合にコミュニケーションをとるようにしています。

	監査役とのコミュニケーションがとれている場合、監査役スタッフ業務は勉強になることが多く、やりがいを感じる業務である。


⇒　「監査役と監査役スタッフとの意思疎通」については、第1部で述べさせて頂いた。
（2）監査役スタッフのあり方、立場、心構え等に関するもの
	機関設計により、業務の範囲は変わってくると思いますが、公開会社且つ大会社が常に基本にあると思います。もちろん、それには専任スタッフがまず必要になると考えます。人数は別にして、専任であれば、何をどうしようかを毎年毎年辛いですが、見出していく必要が出てきます。それを「監査役と忌憚なく話し合う」。これがモチベーションを維持していく意味でも必須のことと考えています。後は試行錯誤です。

	本アンケートの中で、監査役スタッフの認知度に関するものがあった。自身は本部在勤が長く、ごく普通に認知しているが、営業店の認知度が低いことについては残念な思いである。自身は専任で、専任の企業でさえこの状態であることからも、是非兼任の企業におかれては専任への移行を検討されて、ともに監査役スタッフの認知度を高めて行きたいものである。

	一連の企業不祥事等をふまえ、監査役の職責が厳しく問われている中で、専門知識を有すると同時に、社内経験の豊富な専門スタッフの育成が急務であると思う。有能な人材の確保は監査役（会）の重要な課題の一つである。人材確保のためには、監査役スタッフ業務が社内のキャリアパスとして有効であることを経営層に認識してもらう必要がある。

	監査役は社外、社内、常勤という立場がおありですが、スタッフとしては、どうしても常勤監査役中心にならざるを得ません。しかしながら、昨今の企業不祥事を見ていますと、外部＝社外監査役の積極的なご意見、ご指摘が損害の拡大防止、再発防止等に大きな影響力を与えていることから、できる限り補佐できるような環境整備を図りたい。

	監査役スタッフといえども、もとは執行部の一員であり、また監査役とは異なり権限や情報収集も非常に限られている中で、監査役等から求められる業務範囲が広範である。監査役スタッフについても、会社法制等により、もう少し踏み込んで権限の増強を図るなどを行わなければ、キャリアパスとしての位置付けになりにくいのではないかと思う。

	監査役スタッフとしての職務に達成感・満足感はあるが、スタッフは主任である自分のみであり、社内の認知度が低いこともあって、当初は大変苦労した。自分の後に続く者が同じ苦労はしないよう、できればキャリアパスとなれるようにすることが、今の自分の使命の一つであると考えている。


⇒　「監査役スタッフのキャリアパス」については、第1部で述べさせて頂いた。
（3）監査役スタッフの実態、実務に関するもの
	従業員の立場として、「これは懸念ではないか」と考えるような問題が生じている場合、本来であれば監査委員に対し情報を開示したいのだが、上司からストップがかかったり、内容を”当たり障りなく”変更した情報を開示することを指示され、監査委員会スタッフとして業務の進め方に悩むことがある。現在、自分を含め3名で兼任スタッフにあたっているが、自分以外の2名はいずれも自分の上司である。2名の上司で方針が全く違うため困惑する。その結果、無難な提案を行うことになり、会社に対してこのような進め方でよいものか悩むことがある。

	大企業から見れば、内部監査部門スタッフが監査委員会スタッフを兼務することは、独立性が担保されないので、それは問題だと指摘を受けると思うが、1,000人に満たない従業員のメーカーで、限られた人員で本社機能を運営するには、独立性を担保するのは難しい。自分の意識として、監査委員会事務局としての立場と、内部監査部門としての立場を十分認識しつつ、業務に従事するように努めています。

	当社では監査役スタッフの地位が不明確。兼務スタッフなので、業務を補助するとあるだけで、評価は明確になっていない。社内で評価されないなら、社員としてむなしく感じるのでは。内部統制決議で決議はされたが、その地位を誰が保障するのか、監査役はラインに対してどこまで要求できるのか。監査役の地位が、取締役から独立性が確保されない限り、今後も大きく変わらないのでは、と思う。

	監査役スタッフ業務については、各社で様相がまったく異なる。上場企業であれば監査役室として独立した部署があるが、非上場企業の場合は、内部監査部門が監査役補佐を兼任するケースが多いと思われる。（弊社も該当）また、監査役如何でスタッフに対し、往査時の同行・事務作業・スケジュール管理を託されるが、先の状況になると他業務を兼業することは難しいと考える。

	小規模な非上場会社ということもあり、監査室長と小職の2名で、監査役事務局と内部監査を兼務しており、監査役監査と内部監査が一体化し、機能区分が不明確になっている。更に内部監査（リスク管理・JSOX等）も監査スタッフが兼務しており、それぞれの業務の独立性・公正性・有効性を如何に担保するか、に苦心している。

	監査役は独任性であり、自分の感性に基づいて監査を行なっていればよいが、監査役会としては、会社法等に基づく一定の監査役監査を継続的に実施し、証跡やノウハウを継承して行く必要がある。また、時代の変化や有事に備えた対応も必要である。こうした業務を安定的に行なうことは、スタッフの重要な仕事ではないか。

	会社法施行規則100条3項1号に監査役スタッフ（監査役の職務を補助すべき使用人）の規定があること自体が十分に認識されていない。特に中小企業では、内部監査人に監査役スタッフを兼務させることにより、三様監査全体の充実を図ることができるし、監査役スタッフの使用も容易に普及できると思います。

	会社規模から内部監査部門の兼務スタッフのみです。内部監査部門の業務としてスタッフ業務は明文化されていませんが、社内には監査役スタッフとして業務していることは認知されています。明文化されていない事もあり、期における社内監査役の人数・資質により業務量、業務の幅が変わってくるようです。

	監査役スタッフが必要であるなら、組織として明文化すべきと思います。組織として明文化せずに監査役スタッフとしての機能する場合、立場的ジレンマに陥る場合があります。

	スタッフの独立性維持といっても、社内的にはやはり限界があり、特に兼務であっては、情報のやり取りや意見の対立等で悩む場合が少なからずある。


⇒　「監査役スタッフの独立性確保」については、第1部で述べさせて頂いた。
（4）アンケートへの意見、要望
	アンケート結果は、監査役スタッフへの報告で終わらすことなく、監査役にも報告して頂きたい。監査の品質向上には、監査役スタッフの活用が不可欠であることを伝えて頂きたい。監査役スタッフの法制化（会社法制見直しに対する協会意見）、監査役会事務局の充実（某社の第三者委員会報告）といった言葉だけが先行するのではなく、具体的な監査役スタッフの活用方法を本部スタッフ研究会が提示して頂きたい。大いに期待しています。

	アンケートをいただいたおかげで、私が受持している監査役スタッフは、一般的に考えられている監査役スタッフとは異なるという理解を得ることができました。今後の為に活かしたいと考えております。


⇒　アンケートにご協力頂きましてありがとうございました。アンケート結果は、当研究会の今後の活動に反映していきたいと思います。
（5）協会への意見、要望
	教育体系の更なる充実をお願いしたい。協会のＨＰが新しくなり、セミナーの予定が事前にわかり計画が立てやすくなったが、日程的に希望するセミナーに出席できないケースもある。特に、新任監査役や新任監査役スタッフ用に教育用のDVDを作成し販売するとか、WEBで講義が閲覧できるようにしてもらえるとありがたい。セミナーに出席できない場合、DVD又はWEB視聴で基礎知識等の取得ができると助かります。

	会社法設立以後、監査役、及び監査役スタッフのあり方があまり検討されていない。例えばオリンパス、大王製紙などで、監査役機能が発揮されていないことを協会自ら反省すべきである。そのためにもこういうことをテーマにした検討会、セミナーを実施すべきではないか。他人事ではなく、どの会社でも起こりうる可能性はある。

	兼務スタッフの場合、本業に工数が多く取られ、法改正（案含む）等の情報入手に疎くなることがあります。監査役よりタイムリーに情報入手したいと思っていても、遅れることがしばしばあります。素早く法改正（案含む）等の情報確認ができるよう、ポイント解説などの情報があれば、ありがたいと思いました。

	監査役スタッフの情報交換の場として、研修会・実務部会・研究会等があるが、今後は『業種別』で、監査役スタッフの研修（集まりの場）を創設してもらい、同業他社がどのような監査業務をしているか情報交換の場があれば良いと思う。

	監査役スタッフのセミナーを地方でも開催して欲しい。または受講料を払った人にパスワードを送り、インターネット上でセミナーを見られるようにしてはどうか。

	会社法上の大会社でない会社（弊社は中会社)をも意識した、きめ細かいご指導をいただければありがたいと思っております。

	レベル別（新任、経験者、ベテラン等）のセミナーがあれば良いかと思います。


⇒　ご意見等の全てを紹介できませんが、協会及び当研究会の今後の活動に反映していきたいと思います。
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